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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
支持体と、前記支持体上に形成されたシンチレータ層とを含むシンチレータパネルであっ
て、
前記シンチレータ層が、柱状結晶である蛍光体を含み、
　蛍光体が、タリウム化合物で賦活されたヨウ化セシウム（ＣｓＩ：Ｔｌ）であり、
前記柱状結晶が、前記シンチレータ層の柱状結晶成長開始面から柱状結晶成長終了面まで
、シンチレータ層の厚み方向全体にわたって形成され、
前記シンチレータ層は、柱状結晶成長開始面からの厚みが５μｍのシンチレータ層の根元
部が露出するように削り、柱状結晶成長方向からＸ線を照射して測定した時の特定面指数
におけるＸ線ロッキングカーブの半値幅（ａ）が、１５°以下であり、
削ることなく柱状結晶成長終了面にＸ線を照射して測定した時の特定面指数のＸ線ロッキ
ングカーブの半値幅（ｂ）が、１５°以下であり、
前記半値幅（ｂ）に対する半値幅（ａ）の比率（ａ／ｂ）が、０．５～２．０であること
を特徴とするシンチレータパネル。
【請求項２】
　前記比率（ａ／ｂ）が、０．９～１.１であることを特徴とする請求項1に記載のシンチ
レータパネル。
【請求項３】
　上記半値幅(ａ)および上記半値幅（ｂ）のうち、
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　上記半値幅（ａ）の方が大きい場合は、シンチレータ層に対して支持体側となる面が放
射線入射面であり、
  上記半値幅（ｂ）の方が大きい場合は、シンチレータ層に対して非支持体側となる面が
放射線入射面であることを特徴とする請求項1に記載のシンチレータパネル。
【請求項４】
  上記特定面指数が、（２００）であることを特徴とする請求項1～３のいずれかに記載
のシンチレータパネル。
【請求項５】
光電変換素子パネルと、前記光電変換素子パネル上に形成されたシンチレータ層とを含む
放射線検出器であって、
前記シンチレータ層が、柱状結晶である蛍光体を含み、
　蛍光体が、タリウム化合物で賦活されたヨウ化セシウム（ＣｓＩ：Ｔｌ）であり、
前記柱状結晶が、前記シンチレータ層の柱状結晶成長開始面から柱状結晶成長終了面まで
、シンチレータ層の厚み方向全体にわたって形成され、
前記シンチレータ層は、柱状結晶成長開始面からの厚みが５μｍのシンチレータ層の根元
部が露出するように削り、柱状結晶成長方向からＸ線を照射して測定した時の特定面指数
におけるＸ線ロッキングカーブの半値幅（ａ）が、１５°以下であり、
削ることなく柱状結晶成長終了面にＸ線を照射して測定した時の特定面指数のＸ線ロッキ
ングカーブの半値幅（ｂ）が、１５°以下であり、
前記半値幅（ｂ）に対する半値幅（ａ）の比率（ａ／ｂ）が、０．５～２．０であること
を特徴とする放射線検出器。
【請求項６】
  前記比率（ａ／ｂ）が、０．９～１.１であることを特徴とする請求項５に記載の放射
線検出器。
【請求項７】
  上記半値幅(ａ)および上記半値幅（ｂ）のうち、
  上記半値幅（ａ）の方が大きい場合は、シンチレータ層に対して光電変換素子パネル側
となる面が放射線入射面であり、
  上記半値幅（ｂ）の方が大きい場合は、シンチレータ層に対して非光電変換素子パネル
側となる面が放射線入射面であることを特徴とする請求項５または６に記載の放射線検出
器。
【請求項８】
  上記特定面指数が、（２００）であることを特徴とする請求項５～７のいずれかに記載
の放射線検出器。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、放射線画像を形成する際に用いられるシンチレータパネルおよび放射線検出
器に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、Ｘ線画像のような放射線画像は医療現場において病状の診断に広く用いられてい
る。特に、増感紙－フィルム系による放射線画像は、長い歴史のなかで高感度化と高画質
化が図られた結果、高い信頼性と優れたコストパフォーマンスを併せ持った撮像システム
として、今なお、世界中の医療現場で用いられている。しかしながら、これら画像情報は
、いわゆるアナログ画像情報であって、現在発展を続けているデジタル画像情報のような
、自由な画像処理や瞬時の電送が出来ない。
【０００３】
　近年、コンピューテッドラジオグラフィ（computed radiography：ＣＲ）やフラットパ
ネル型の放射線ディテクタ（flat panel detector：ＦＰＤ）等に代表されるデジタル方
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式の放射線検出器が登場している。これら放射線検出器では、デジタルの放射線画像が直
接得られ、陰極管を利用したパネルや液晶パネル等の画像表示装置に画像を直接表示する
ことが可能なので、写真フィルム上への画像形成が必要ない。その結果、これらのデジタ
ル方式の放射線検出器、例えばＸ線検出器は、銀塩写真方式による画像形成の必要性を低
減させ、病院や診療所での診断作業の利便性を大幅に向上させている。
【０００４】
　Ｘ線画像に関するデジタル技術の一つとしてコンピューテッドラジオグラフィ（ＣＲ）
が現在医療現場で受け入れられている。しかしながら、ＣＲで得られるＸ線画像は、銀塩
写真方式などのスクリーン・フィルムシステムによる画像と比べて鮮鋭性が充分でなく空
間分解能も不充分であり、その画質レベルはスクリーン・フィルムシステムの画質レベル
には到達していない。そこで、更に新たなデジタルＸ線画像技術として、例えば、薄膜ト
ランジスタ（ＴＦＴ）を用いた平板Ｘ線検出器（Ｆｌａｔ ｐａｎｅｌ ｄｅｔｅｃｔｏｒ
、ＦＰＤ）が開発されている。
【０００５】
　上記ＦＰＤでは、その原理上、Ｘ線を可視光に変換するために、照射されたＸ線を可視
光に変換して発光する特性を有するＸ線蛍光体で作られた蛍光体層を有するシンチレータ
パネルが使用されるが、低線量のＸ線源を用いたＸ線撮影では、シンチレータパネルから
検出されるシグナルとノイズとの比（ＳＮ比）を向上するために、Ｘ線の可視光への変換
率である発光効率が高いシンチレータパネルを使用することが必要になる。一般にシンチ
レータパネルの発光効率は、蛍光体層の厚さ、蛍光体のＸ線吸収係数によって決まるが、
蛍光体層の厚さを厚くすればするほど、Ｘ線照射によって蛍光体層内で発生した発光光が
シンチレータ層内で散乱しやすくなり、シンチレータパネルを介して得られるＸ線画像の
鮮鋭性が低下する。そのため、Ｘ線画像の画質に必要な鮮鋭性を設定すると、シンチレー
タパネルにおける蛍光体層の膜厚の限度が自ずと定まる。
【０００６】
　ここで、蛍光体はシンチレータ、蛍光体層はシンチレータ層ともいう。
【０００７】
　また、輝度が高く、鮮鋭性に優れたＸ線画像を提供できるシンチレータパネルを得るう
えでは、蛍光体層を構成する蛍光体の形状も重要である。多くのシンチレータパネルでは
、シンチレータ層を構成する蛍光体として柱状結晶の形状を有するものが採用されており
、通常、基板または支持体等にこのような柱状結晶を複数配置した構成を有している。こ
こで、シンチレータ層を構成する柱状結晶は、その中で生じた蛍光である発光光を基板ま
たは支持体等の主面に対して垂直の方向に効率よく放出できるよう、それぞれ、基板また
は支持体等の主面に対して垂直に伸びた形状を有している。シンチレータ層にこのような
レイアウトを採用したシンチレータパネルは、上記輝度と鮮鋭性を高く維持できる共に、
基板または支持体等に対して垂直の方向における強度をも高く維持できる。なお、「基板
または支持体等に対して垂直の方向」は、以下、「膜厚方向」ということがある。
【０００８】
　近年、シンチレータ層を構成する蛍光体の結晶形状に着目した研究や試みが種々なされ
るようになってきている。
【０００９】
　例えば、特許文献１には、複数の柱状結晶を有する特定のシンチレータを含み、シンチ
レータがヨウ化セシウムおよびタリウムを特定のモル比で含み、（２００）面におけるロ
ッキングカーブの半値幅が３°以下である放射線画像検出装置が記載されている。そして
、特許文献１は、上記放射線画像検出装置は、上記モル比とロッキングカーブの半値幅を
特定の範囲に制御することで、優れた感度が得られると教示している。
【００１０】
　特許文献２には、基板上に蛍光体層を有し、該蛍光体層を構成する蛍光体柱状結晶の、
一定の面指数を有する面のＸ線回折スペクトルに基づく配向度が、当該蛍光体層における
蛍光体柱状結晶の基板に近い根元から先端部での層厚方向の位置に係わらず、特定の範囲
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内である放射線画像変換パネルが記載されている。そして、特許文献２は、上記構成を採
用することで、輝度を高めた放射線画像変換パネルを提供することができると教示してい
る。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１１】
【特許文献１】米国特許出願公開２０１４－０００１３６６号
【特許文献２】国際公開第２０１１/０８９９４６号
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１２】
　しかし、特許文献１に記載された放射線画像検出装置および特許文献２に記載された放
射線画像変換パネルにおいても、以下に述べるように、得られる放射線画像の鮮鋭性など
の点で、改善の余地がある。
【００１３】
　特許文献２に記載された発明は、輝度を高めた放射線画像変換パネルを提供することを
課題とし、該課題を、上記放射線画像変換パネルにおける蛍光体柱状結晶の一定の面指数
を有する面のＸ線回折スペクトルに基づく配向度を、該蛍光体層の層厚方向の位置に係わ
らず８０～１００％の範囲内となるように制御することで解決している。
【００１４】
　特許文献１に記載された発明は、特許文献２に記載された放射線画像変換パネルなどよ
りも優れた感度を有する放射線画像検出装置を提供することを課題とし、該課題を、上記
放射線画像検出装置におけるシンチレータ中の特定成分のモル比とシンチレータの（２０
０）面におけるロッキングカーブの半値幅とを制御することで解決している。特許文献１
に記載された発明では、ロッキングカーブの半値幅を制御し、上記柱状結晶の結晶性の品
質を向上させることで、放射線画像検出装置の感度を向上させている。
【００１５】
　しかし、本発明者らの検討によれば、特許文献１に記載された放射線画像変換パネルに
おいても、得られる放射線画像の鮮鋭性の点で、改善の余地がある。
【００１６】
　例えば、特許文献１に記載されている放射線画像検出装置では、シンチレータ１２０が
柱状結晶１３１の他に、柱状結晶１３１で生じた可視光を光電変換パネル１２１に向けて
反射するための非柱状結晶１３０を含んでおり（本明細書の図８（ｃ）も参照）、シンチ
レータ層全体で発光光を生じさせることができないので、得られる放射線画像の鮮鋭性の
向上に限界が生じるものと推察される。
【００１７】
　また、特許文献１に記載された放射線画像検出装置では、シンチレータ層の柱状結晶部
分全体を総括的に扱って、シンチレータ層の（２００）面におけるロッキングカーブの半
値幅を制御しているが、得られる放射線画像の鮮鋭性の点からは、特定面指数におけるロ
ッキングカーブの半値幅をより精密に制御する必要があると考えられる。
【００１８】
　本発明の目的は、鮮鋭性により優れる放射線画像を提供することのできるシンチレータ
パネルおよび放射線検出器を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１９】
  本発明に係るシンチレータパネルは、支持体と、前記支持体上に形成されたシンチレー
タ層とを含むシンチレータパネルであって、前記シンチレータ層が、柱状結晶である蛍光
体を含み、前記柱状結晶が、前記シンチレータ層の柱状結晶成長開始面から柱状結晶成長
終了面まで、シンチレータ層の厚み方向全体にわたって形成され、前記シンチレータ層は
、 柱状結晶成長開始面からの厚みが５μｍのシンチレータ層の根元部が露出するように
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削り、柱状結晶成長方向からＸ線を照射して測定した時の特定面指数におけるＸ線ロッキ
ングカーブの半値幅（ａ）が、１５°以下であり、削ることなく柱状結晶成長終了面にＸ
線を照射して測定した時の特定面指数のＸ線ロッキングカーブの半値幅（ｂ）が、１５°
以下であり、前記半値幅（ｂ）に対する半値幅（ａ）の比率（ａ／ｂ）が、０．５～２．
０であることを特徴とする。
【００２０】
　また、本発明に係るシンチレータパネルにおいて、前記比率（ａ／ｂ）が、０．９～１
.１であることが好ましい。
【００２１】
　また、本発明に係るシンチレータパネルにおいて、上記半値幅(ａ)および上記半値幅（
ｂ）のうち、上記半値幅（ａ）の方が大きい場合は、シンチレータ層に対して支持体側と
なる面が放射線入射面であり、上記半値幅（ｂ）の方が大きい場合は、シンチレータ層に
対して非支持体側となる面が放射線入射面であることがより好ましい。
【００２２】
　また、本発明に係るシンチレータパネルにおいては、上記特定面指数が、（２００）で
ある。
【００２３】
　また、本発明に係るシンチレータパネルにおいては、前記蛍光体が、立方晶系アルカリ
ハライド蛍光体であることが好ましい。
【００２４】
　また、本発明に係るシンチレータパネルにおいては、前記蛍光体が、タリウム化合物で
賦活されたヨウ化セシウム（ＣｓＩ：Ｔｌ）であることが好ましい
　本発明に係る第１の放射線検出器は、上記シンチレータパネルと光電変換素子パネルと
を含むことを特徴とする。
【００２５】
  本発明に係る第２の放射線検出器は、光電変換素子パネルと、前記光電変換素子パネル
上に形成されたシンチレータ層とを含む放射線検出器であって、前記シンチレータ層が、
柱状結晶である蛍光体を含み、前記柱状結晶が、前記シンチレータ層の柱状結晶成長開始
面から柱状結晶成長終了面まで、シンチレータ層の厚み方向全体にわたって形成され、前
記シンチレータ層は、柱状結晶成長開始面からの厚みが５μｍのシンチレータ層の根元部
が露出するように削り、柱状結晶成長方向からＸ線を照射して測定した時の特定面指数に
おけるＸ線ロッキングカーブの半値幅（ａ）が、１５°以下であり、削ることなく柱状結
晶成長終了面にＸ線を照射して測定した時の特定面指数のＸ線ロッキングカーブの半値幅
（ｂ）が、１５°以下であり、前記半値幅（ｂ）に対する半値幅（ａ）の比率（ａ／ｂ）
が、０．５～２．０であることを特徴とする。
【００２６】
　また、本発明に係る第２の放射線検出器においては、前記比率（ａ／ｂ）が、０．９～
１.１であることが好ましい。
【００２７】
　また、本発明に係る第２の放射線検出器においては、上記半値幅(ａ)および上記半値幅
（ｂ）のうち、上記半値幅（ａ）の方が大きい場合は、シンチレータ層に対して光電変換
素子パネル側となる面が放射線入射面であり、上記半値幅（ｂ）の方が大きい場合は、シ
ンチレータ層に対して非光電変換素子パネル側となる面が放射線入射面であることがより
好ましい。
【００２８】
　また、本発明に係る第２の放射線検出器においては、上記特定面指数が、（２００）で
ある。
【００２９】
　また、本発明に係る第２の放射線検出器においては、前記蛍光体が、立方晶系アルカリ
ハライド蛍光体であることが好ましい。
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【００３０】
　また、本発明に係る第２の放射線検出器においては、前記蛍光体が、タリウム化合物で
賦活されたヨウ化セシウム（ＣｓＩ：Ｔｌ）であることが好ましい。
【発明の効果】
【００３１】
　本発明によれば、鮮鋭性により優れる放射線画像を提供することのできるシンチレータ
パネルおよび放射線検出器を提供することができる。
【００３２】
　詳細は後述するが、本発明に係るシンチレータパネルや放射線検出器では、シンチレー
タ層が非柱状結晶を含む特許文献１に記載された放射線検出器とは異なり、シンチレータ
層全体が柱状結晶から形成されている（例えば、図８（ａ）および図８（ｂ）参照）。そ
のため、本発明に係るシンチレータパネル（図８（ａ））や放射線検出器（図８（ｂ））
では、特許文献１に記載された放射線検出器（図８（ｃ））に比して、効率よく発光光を
取り出すことができ、得られる放射線画像の鮮鋭性が向上するものと推察される。
【００３３】
  また、本発明に係るシンチレータパネルや放射線検出器では、例えば、シンチレータ層
の柱状結晶部分全体を総括的に扱って、シンチレータ層の（２００）面におけるロッキン
グカーブを規定している特許文献１に記載された放射線画像検出装置とは異なり、シンチ
レータ層について、柱状結晶成長開始面からの厚みが５μｍのシンチレータ層の根元部が
露出するように削り、柱状結晶成長方向からＸ線を照射して測定した時の特定面指数にお
けるＸ線ロッキングカーブの半値幅（ａ）、削ることなく柱状結晶成長終了面にＸ線を照
射して測定した時の特定面指数のＸ線ロッキングカーブの半値幅（ｂ）およびそれら半値
幅の比率（ａ／ｂ）が規定されている。そのため、本発明に係るシンチレータパネルや放
射線検出器では、特許文献１に記載された放射線画像検出装置に比して、柱状結晶の品質
がより精度よく精密に制御され、得られる放射線画像の鮮鋭性がより向上すると推察され
る。
【図面の簡単な説明】
【００３４】
【図１】図１は、シンチレータ層を構成する蛍光体の柱状結晶のＸ線ロッキングカーブを
測定する方法について説明する概略図である。
【図２】図２は、シンチレータ層を構成する蛍光体の柱状結晶のＸ線回折について説明す
る図である。図２（ａ）は、θ－２θ法による結晶Ｘ線回折測定を実施して得られる、蛍
光体の（２００）面に由来するピーク位置の一例について説明する図である。図２（ｂ）
は、上記（２００）面の乱れが小さい柱状結晶の、Ｘ線ロッキングカーブの一例について
説明する図である。図２（ｃ）は、上記（２００）面の乱れが大きい柱状結晶の、Ｘ線ロ
ッキングカーブの一例について説明する図である。
【図３】図３は、本発明に係るシンチレータパネルおよび放射線検出器の例示的な構成を
示す概略図であり、シンチレータパネルおよび放射線検出器の厚さ方向と平行な面の断面
図である。図３（ａ）は、支持体１１と該支持体１１上にシンチレータ層１２が形成され
たシンチレータパネル１０を説明する図である。図３（ａ）は、シンチレータパネル１０
のシンチレータ層１２における厚さ方向、柱状結晶１２０の高さを示す図でもある。なお
、シンチレータ層の厚さ方向、柱状結晶の高さは、放射線検出器においても同様に適用さ
れる。図３（ｂ）は、光電変換素子パネル２０と該光電変換素子パネル２０上にシンチレ
ータ層が形成された第２の放射線検出器３１を説明する図である。
【図４】図４は、本発明に係るシンチレータパネルの例示的な構成を示す概略図であり、
シンチレータパネルおよび放射線検出器の厚さ方向と平行な面の断面図である。
【図５】図５は、本発明に係る放射線検出器の例示的な構成を示す概略図であり、シンチ
レータパネルおよび放射線検出器の厚さ方向と平行な面の断面図である。
【図６】図６は、本発明で用いられる例示的な蒸着装置の一つの構成を示す概略図である
。
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【図７】図７は、図６の構成とは別の、本発明で用いられる例示的な蒸着装置の一つの構
成を示す概略図である。
【図８】図８は、本発明に係るシンチレータパネルおよび放射線検出器と、特許文献１に
記載された、従来の放射線検出器との相違を表す概略図である。図８（ａ）は本発明に係
るシンチレータパネルの一例、図８（ｂ）は本発明に係る第２の放射線検出器の一例、図
８（ｃ）は特許文献１に記載された放射線検出器の一例を示す図である。図８（ａ）、図
８（ｂ）、図８（ｃ）共に、シンチレータパネル、放射線検出器のシンチレータ層の厚さ
方向と平行な面の断面図である。図８中の丸は、シンチレータ層の根元部に非柱状結晶が
存在するかしないかを強調するために付したものである。
【発明を実施するための形態】
【００３５】
　以下に、本発明に係るシンチレータパネル、放射線検出器及びそれらの製造方法につい
て詳細に説明する。
［シンチレータパネル］
　本発明に係るシンチレータパネルは、支持体と、前記支持体上に形成されたシンチレー
タ層とを含む。
【００３６】
　前記シンチレータ層は、柱状結晶である蛍光体を含み、前記柱状結晶が、前記シンチレ
ータ層の柱状結晶成長開始面から柱状結晶成長終了面まで、シンチレータ層の厚み方向全
体にわたって形成されている。
【００３７】
　さらに、前記シンチレータ層は、柱状結晶成長開始面からの厚みが５μｍになるまで削
った後に、柱状結晶成長終了面にＸ線を照射して測定した時の特定面指数におけるＸ線ロ
ッキングカーブの半値幅（ａ）が、１５°以下であり、削ることなく柱状結晶成長終了面
にＸ線を照射して測定した時の特定面指数のＸ線ロッキングカーブの半値幅（ｂ）が、１
５°以下であり、前記半値幅（ｂ）に対する半値幅（ａ）の比率（ａ／ｂ）が、０．５～
２．０である。
【００３８】
　シンチレータパネルは、被検体の放射線画像を取得するに当たり、シンチレータ層で被
検体を透過した放射線を吸収し、発光光を生じる。該発光光には、被検体の情報が含まれ
る。シンチレータパネルを後述の光電変換素子パネルとカップリングして放射線検出器と
することで、該発光光に含まれる情報を電気信号に変えて放射線画像として取得できる。
【００３９】
　放射線としては、汎用性などの観点から、Ｘ線が好ましい。なお、これは、後述の放射
線検出器においても同じである。
【００４０】
　以下、本発明に係るシンチレータパネルについて説明する。
【００４１】
　支持体
　本発明に係るシンチレータパネルは、支持体を含む。
【００４２】
　「支持体」は、「シンチレータパネル」を構成する層の一つであり、シンチレータ層を
形成する際に柱状結晶の土台となる。また、支持体は、シンチレータ層の構造を保持する
役割も有する。
【００４３】
　但し、本明細書においては、シンチレータ層が光電変換素子パネルに直接形成されてい
る放射線検出器の光電変換素子パネルは、支持体とはいわず、支持体と区別する。
【００４４】
　支持体の原材料としては、Ｘ線等の放射線を透過させることが可能な、各種のガラス、
高分子、金属等のフィルム、シート、板等が挙げられる。支持体の原材料の具体例として
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は、石英、ホウ珪酸ガラス、化学的強化ガラスなどの板ガラス；アモルファスカーボン板
；サファイア、チッ化珪素、炭化珪素などの板状セラミック；シリコン、ゲルマニウム、
ガリウム砒素、ガリウム燐、ガリウム窒素などを板状に成形した半導体；又、セルロース
アセテートフィルム、ポリエステル樹脂フィルム、ポリエチレンテレフタレートフィルム
、ポリアミドフィルム、ポリイミドフィルム、トリアセテートフィルム、ポリカーボネー
トフィルム等の高分子フィルム（プラスチックフィルム）や炭素繊維強化樹脂シート等の
高分子シート（プラスチックシート）；アルミニウムシート、鉄シート、銅シート等の金
属シート或いは該金属の酸化物の被覆層を有する金属シート；バイオナノファイバーフィ
ルムなどが挙げられる。支持体は、１層の上記原材料からなっていてもよいし、同種また
は異種の２層以上の上記原材料からなっていてもよい。
【００４５】
　支持体は、厚さ５０～５００μｍの可撓性を有するフィルムまたはシートであることが
好ましい。
【００４６】
　ここで、「可撓性を有する」とは、１２０℃での弾性率（Ｅ１２０）が、０．１～３０
０ＧＰａであることをいう。また、「弾性率」とは、引張試験機を用い、ＪＩＳ－Ｃ２３
１８に準拠したサンプルの標線が示すひずみと、それに対応する応力が直線的な関係を示
す領域において、ひずみ量に対する応力の傾きを求めた値である。これがヤング率と呼ば
れる値であり、かかるヤング率を弾性率とする。
【００４７】
　支持体は、上記１２０℃での弾性率（Ｅ１２０）が、０．１～３００ＧＰａであること
が好ましく、１～１００ＧＰａであることがより好ましい。
【００４８】
　可撓性を有する支持体の原材料としては、上記原材料の中でも、特に、厚さ５０～５０
０μｍの可撓性を有する高分子フィルムおよび高分子シートが好ましい
　可撓性を有する高分子フィルムとしては、具体的には、ポリエチレンナフタレートフィ
ルム（Ｅ１２０＝７ＧＰａ）、ポリエチレンテレフタレートフィルム（Ｅ１２０＝４ＧＰ
ａ）、ポリカーボネートフィルム（Ｅ１２０＝２ＧＰａ）、ポリイミドフィルム（Ｅ１２
０＝７ＧＰａ）、ポリエーテルイミドフィルム（Ｅ１２０＝３ＧＰａ）、アラミドフィル
ム（Ｅ１２０＝１２ＧＰａ）、ポリスルホンフィルム（Ｅ１２０＝２ＧＰａ）、ポリエー
テルスルホンフィルム（Ｅ１２０＝２ＧＰａ）、バイオナノファイバーフィルム等が挙げ
られる。なお、弾性率の値は、同種の高分子フィルムでも変動しうるので、必ずしも括弧
内の値になるわけではないが、括弧内の値は目安として一例を示したものである。上記高
分子フィルムは、いずれも高い耐熱性を有し、蛍光体の蒸着に耐えうる点でも好ましい。
上記高分子フィルムの中でも、ポリイミドフィルムは、特に耐熱性に優れ、ＣｓＩ（ヨウ
化セシウム）を原材料として気相法にて蛍光体（シンチレータ）の柱状結晶を形成する場
合に好適である観点から、特に好ましい。
【００４９】
　可撓性を有する高分子フィルムは、単独の高分子化合物のフィルムであってもよいし、
上記高分子化合物の混合物のフィルムであってもよい。
【００５０】
　支持体は、１層の可撓性を有する高分子フィルムからなっていてもよいし、同種または
異種の二層以上の、可撓性を有する高分子フィルムからなっていてもよい。
【００５１】
　また、支持体がバイオナノファイバーフィルムである場合は、バイオナノファイバーフ
ィルムが、（ｉ）軽い、（ｉｉ）鉄の５倍以上の強度がある（高強度）、（ｉｉｉ）熱で
膨張しにくい（低熱膨張性）、（ｉｖ）フレキシブルである（可撓性に優れる）、（ｖ）
混ぜる、塗る、フィルム状にするなど様々な処理ができる、（ｖｉ）植物繊維は廃棄時の
環境負荷が小さいなど、既存のガラス板、プラスチックシートおよびプラスチックフィル
ムでは得られない特性を有することから、支持体の特性や環境上のメリットを享受できる
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。
【００５２】
　支持体は、その反射率を調整する目的で、光吸収性や光反射性が、例えば着色により付
与されていてもよい。すなわち、支持体は反射層としての機能を兼ね備えていてもよい。
そのような支持体としては、例えば、支持体中に白色顔料やカーボンブラックが練りこま
れた白色ＰＥＴや黒色ＰＥＴが挙げられる。
【００５３】
　シンチレータ層
　本発明に係るシンチレータパネルにおいて、シンチレータ層は、上記支持体上に形成さ
れている。
【００５４】
　上記シンチレータ層は、支持体上に直接形成されていてもよいし、反射層などのような
、シンチレータ層や支持体以外の層を介して、支持体上に間接的に形成されていてもよい
。
【００５５】
　すなわち、本発明に係るシンチレータパネルでは、例えば、「支持体／シンチレータ層
」、「支持体／反射層／シンチレータ層」等の層構成を採用することができる。
【００５６】
　シンチレータ層は、外部から入射されたＸ線等の放射線のエネルギーを、可視光などの
光に変換する作用を有している。
【００５７】
　「蛍光体」および「シンチレータ」語は、入射されたＸ線等の放射線のエネルギーを吸
収して、「光」を発光する。「蛍光体」および「シンチレータ」には、「賦活剤で賦活さ
れていない蛍光体」および「賦活剤で賦活されている蛍光体」が含まれる。以下において
、「賦活剤で賦活されていない蛍光体」は「蛍光体（ｐｕｒｅ）」ともいい、賦活剤で賦
活されている蛍光体は「賦活蛍光体」ともいう。
【００５８】
　「光」は、電磁波のうち、可視光線を中心に紫外領域から赤外領域にわたる波長領域の
電磁波、具体的には、３００ｎｍから８００ｎｍにかけての波長を有する電磁波である。
【００５９】
　蛍光体母材化合物としては、外部から入射されたＸ線等の放射線のエネルギーを効率よ
く光に変換でき、かつ、柱状結晶を形成可能な原材料である限り特に限定されない。した
がって、この条件を満たす限り、従来公知の種々の蛍光体（ｐｕｒｅ）を蛍光体母材化合
物として用いることができる。
【００６０】
　ここで、「蛍光体母材化合物」は、蛍光体（ｐｕｒｅ）であって、シンチレータ層を構
成する蛍光体の柱状結晶を形成するための原材料である。
【００６１】
　これら蛍光体母材化合物の中でも、ヨウ化セシウム（ＣｓＩ）等の立方晶系ハライド蛍
光体、硫酸化ガドリニウム（ＧＯＳ）、タングステン酸カドミウム（ＣＷＯ）、ケイ酸ガ
ドリニウム（ＧＳＯ）、ゲルマニウム酸ビスマス（ＢＧＯ）、ケイ酸ルテチウム（ＬＳＯ
）、タングステン酸鉛（ＰＷＯ）などを好適に用いることができ、特に、立方晶系ハライ
ド蛍光体が、得られる放射線画像の鮮鋭性の向上の観点から好ましい。
【００６２】
　また、立方晶系ハライド蛍光体の中でも、特に、ＣｓＩが、Ｘ線から可視光への変換率
が比較的高く、蒸着によって容易に柱状結晶を形成し、該結晶構造に起因する光ガイド効
果によって結晶内での発光光の散乱が抑えられ、その分シンチレータ層の厚さを厚くする
ことができる観点から好ましい。
【００６３】
　蛍光体母材化合物は、ＣｓＩなどの瞬時発光の蛍光体に限られず、シンチレータパネル
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の用途によっては、臭化セシウム（ＣｓＢｒ）などの輝尽性蛍光体であってもよい。
【００６４】
　本発明に係るシンチレータパネルでは、シンチレータ層は、賦活剤を含んでいてもよい
。該賦活剤によって、蛍光体が賦活される。
【００６５】
　蛍光体としてＣｓＩを例にとれば、ＣｓＩのみからなるシンチレータ層原材料から得ら
れるシンチレータ層では、充分に高い発光効率が得られない場合がある。そこで、シンチ
レータ層は、蛍光体母材化合物であるＣｓＩに加えて各種の賦活剤のうちの１種または２
種以上の賦活剤を含むシンチレータ層原材料から得られるシンチレータ層、すなわち、Ｃ
ｓＩが各種の賦活剤のうちの１種または２種以上の賦活剤で賦活されてなる賦活蛍光体を
含むシンチレータ層であることが好ましい。
【００６６】
　ここで、「シンチレータ層原材料」とは、蛍光体母材化合物や賦活剤など、シンチレー
タ層を形成するための原材料の総称である。
【００６７】
　賦活蛍光体を含むシンチレータ層としては、例えば、特公昭５４－３５０６０号公報に
開示されているような、ＣｓＩを任意の量のヨウ化ナトリウム（ＮａI）で賦活して得ら
れる賦活蛍光体であるＣｓＩ：Ｎａを含むシンチレータ層が挙げられる。また、賦活蛍光
体を含むシンチレータ層の中でも、例えば特開２００１－５９８９９号公報に開示されて
いるような、ＣｓＩ：Ｔｌ、ＣｓＩ：Ｅｕ、ＣｓＩ：Ｉｎ、ＣｓＩ：Ｌｉ、ＣｓＩ：Ｋ、
ＣｓＩ：Ｒｂ、ＣｓＩ：Ｎａなどのいずれかの賦活蛍光体または複数の賦活蛍光体を含む
シンチレータ層が好ましい。
【００６８】
　尚、本発明では、賦活剤で賦活された蛍光体を、「蛍光体：賦活剤の発光中心」と表す
ことがある。例えば、ヨウ化タリウムなどのタリウム化合物で賦活されたヨウ化セシウム
は、「ＣｓＩ：Ｔｌ」と表す。
【００６９】
　本発明に係るシンチレータパネルにおいては、特に、１種または２種以上のタリウム化
合物を含む賦活剤と蛍光体とを原材料とするシンチレータ層が好ましく、１種または２種
以上のタリウム化合物を含む賦活剤とヨウ化セシウムとを原材料とするシンチレータ層が
より好ましく、タリウム化合物を含む賦活剤とヨウ化セシウムとを原材料とするシンチレ
ータ層が、該原材料から形成されるタリウム賦活ヨウ化セシウム（ＣｓＩ：Ｔｌ）が３０
０ｎｍ～７５０ｎｍまでの広い発光波長をもつことから、特に好ましい。
【００７０】
　タリウム化合物としては、１価のタリウムの化合物や３価のタリウムの化合物が挙げら
れ、より具体的には、例えば、沃化タリウム（ＴｌＩ）、臭化タリウム（ＴｌＢｒ）、塩
化タリウム（ＴｌＣｌ）、フッ化タリウム（ＴｌＦ、ＴｌＦ3）等が挙げられる。これら
の中でも、沃化タリウム（ＴｌＩ）が、蛍光体、特にＣｓＩの賦活度に優れる観点から好
ましい。
【００７１】
　また、タリウム化合物の融点は、４００～７００℃の範囲内にあることが好ましい。タ
リウム化合物の融点が上記範囲内であると、蒸着により形成されたシンチレータ層におい
て、賦活剤が蛍光体の柱状結晶内に取り込まれ、得られる賦活蛍光体の発光効率が、蛍光
体（ｐｕｒｅ）の発光効率に比べて向上する。なお、融点は、通常は常圧下における融点
であり、常圧とは約０．１０１ＭＰａである。
【００７２】
　本発明に係るシンチレータパネルのシンチレータ層において、賦活剤の相対含有量は０
.１～５モル％が好ましい。
【００７３】
　ここで、シンチレータ層における賦活剤の相対含有量は、シンチレータ層原材料中に存
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在する蛍光体母材化合物の全量を１００モル％としたときの、シンチレータ層原材料中に
存在する賦活剤の全量をモル％で示した相対値である。
【００７４】
　蛍光体母材化合物がＣｓＩ１ｍｏｌであり、賦活剤がＴｌＩ０．０１ｍｏｌである場合
を例に挙げれば、賦活剤のモル量は蛍光体母材化合物のモル量の１００分の１であるので
、蛍光体母材化合物を１００ｍｏｌ％としたときの賦活剤の相対含有量は、１ｍｏｌ％と
なる。
【００７５】
　このように、シンチレータ層中の賦活剤の相対含有量とは、シンチレータ層中の蛍光体
を構成する成分の量から直接導き出されるものではなく、原材料換算値である。
【００７６】
　賦活剤の相対含有量は、シンチレータ層から測定対象となる領域をカッターなどを用い
て削り出した後、ICP発光分光分析法（ICP-OES：Inductively-Coupled-Plasma Optical E
mission Spectrometry）により測定する。ICP発光分光分析は、常法に従って行えばよい
。ICP発光分光分析器としては、例えば、セイコーインスツルメンツ株式会（株）製 SPS3
100などを用いることができる。
【００７７】
  また、本発明に係るシンチレータパネルでは、柱状結晶成長開始面からの厚みが５μｍ
のシンチレータ層の根元部が露出するように削り、柱状結晶成長方向からＸ線を照射して
測定した時の特定面指数におけるＸ線ロッキングカーブの半値幅（ａ）が、１５°以下で
あり、削ることなく柱状結晶成長終了面にＸ線を照射して測定した時の特定面指数のＸ線
ロッキングカーブの半値幅（ｂ）が、１５°以下であり、前記半値幅（ｂ）に対する半値
幅（ａ）の比率（ａ／ｂ）が、０．５～２．０である。
【００７８】
　本発明に係るシンチレータパネルは、上記の通り、特定のＸ線ロッキングカーブが規定
されているので、得られる放射線画像の鮮鋭性が向上している。
【００７９】
　以下、Ｘ線ロッキングカーブおよびＸ線ロッキングカーブと上記柱状結晶の乱れとの関
係について、図１、２に示す一例を参照しながら詳述する。この一例では、特定面指数は
（２００）である。
【００８０】
　Ｘ線ロッキングカーブは、図１に示すように測定される。詳述すれば、次の通りである
。
【００８１】
　Ｘ線ロッキングカーブの測定では、まず、θ－２θ法による結晶Ｘ線回折測定を実施し
、得られたＸ線回折スペクトルから蛍光体の（２００）面に由来するピーク位置を求める
（図２（ａ））。
【００８２】
　上記結晶Ｘ線回折測定は、本発明に係るシンチレータパネルのシンチレータ層について
行うが、シンチレータ層の蛍光体は既に結晶であるので、シンチレータ層は、そのまま測
定に供してもよいし、必要に応じて一部を削るなどしてから供してもよい。
【００８３】
　上記（２００）面に由来するピーク位置、すなわちこのピークを生じたＸ線の入射角（
θ）を、ロッキングカーブにおけるロッキング角（ω）における０°とする。
【００８４】
　次いで、このピークが得られた角度にＸ線回折装置のＸ線検出器を固定し、Ｘ線の入射
角ωを変えてＸ線回折測定を実施する。
【００８５】
　このとき、Ｘ線照射装置が、（２００）の平面に対して垂直であり、かつ、Ｘ線照射装
置を含む面上で半円を描き、（２００）の平面に対するＸ線の入射角（ω）が０～１８０
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°となるようにＸ線照射装置を移動させて、Ｘ線を柱状結晶に照射する。なお、この際の
入射角（ω）は、θ－２θ法での入射角（θ）と同じである。
【００８６】
　シンチレータ層の、柱状結晶成長開始面の特定面指数におけるＸ線ロッキングカーブお
よびシンチレータ層の、柱状結晶成長終了面の特定面指数のＸ線ロッキングカーブを測定
すると、図２（ｂ）に示すようなロッキングカーブが、上記２つの領域について得られる
。
【００８７】
　そして、該ロッキングカーブの最大強度が半分になる位置の幅を求めることで、ロッキ
ングカーブの半値幅が得られる。
【００８８】
　このようにして得られるロッキングカーブの半値幅は、柱状結晶の乱れを表す指標とな
る。
【００８９】
　柱状結晶が全く乱れていない場合、柱状結晶内において複数の（２００）面が一様に配
列されているので、複数の（２００）面は、すべて同じ入射角のＸ線を回折することとな
り、その逆格子ベクトルは完全に一致する。
【００９０】
　これに対して、柱状結晶が乱れている場合、ロッキング角が０°以外の角度でも回折が
起こるので、複数の逆格子ベクトルを生じ、それによってロッキングカーブ上でピークに
幅が生じる。
【００９１】
　つまり、Ｘ線ロッキングカーブでは、上記半値幅が狭いほど柱状結晶の乱れは小さく、
上記半値幅が広いほど柱状結晶の乱れは大きいと評価される（図２（ｂ）、図２（ｃ））
。
【００９２】
  そして、シンチレータ層における、柱状結晶成長開始面からの厚みが５μｍのシンチレ
ータ層の根元部が露出するように削り、柱状結晶成長方向からＸ線を照射して測定した時
の特定面指数におけるＸ線ロッキングカーブの半値幅（ａ）、削ることなく柱状結晶成長
終了面にＸ線を照射して測定した時の特定面指数のＸ線ロッキングカーブの半値幅（ｂ）
、および、その比率（ａ／ｂ）が上記範囲内に収まっている態様では、シンチレータ層に
おけるＸ線の散乱が少ないので、シンチレータ層の上記半値幅（ａ）、半値幅（ｂ）、ま
たは、上記比率（ａ／ｂ）が上記範囲外である態様に比して、得られる放射線画像の鮮鋭
性が向上する。
【００９３】
　本発明に係るシンチレータパネルでは、上記半値幅（ａ）を特定の範囲に規定すること
で、シンチレータ層の柱状結晶開始面の結晶面が規則正しく配列するように制御される。
【００９４】
　また、上記半値幅（ｂ）を特定の範囲に規定することで、シンチレータ層の、柱状結晶
成長終了面の結晶面が規則正しく配列するように制御される。
【００９５】
　さらに、上記比率（ａ／ｂ）を特定の範囲に規定することで、柱状結晶成長開始面の特
定面指数を有する面と、柱状結晶成長終了面の特定指数を有する面まで、結晶面が規則正
しく配列するように制御される。
【００９６】
　従って、柱状結晶全体で乱れが小さく抑えられ、得られる放射線画像の鮮鋭性が向上す
る。
【００９７】
　本発明に係るシンチレータパネルでは、得られる放射線画像の鮮鋭性が向上する観点か
ら、上記シンチレータ層を構成する柱状結晶の乱れが小さい、すなわち上記比率（ａ／ｂ
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）が１に近いほど好ましく、具体的には、０．９～１.１であることが好ましく、実質的
に１であることが特に好ましい。
【００９８】
　また、得られる放射線画像の鮮鋭性が向上する観点から、上記半値幅（ａ）および上記
半値幅（ｂ）のうち、上記半値幅（ａ）の方が大きい場合は、シンチレータ層に対して支
持体側となる面が放射線入射面であることが好ましい。また、上記半値幅（ｂ）の方が大
きい場合は、シンチレータ層に対して非支持体側となる面が放射線入射面であることが好
ましい。
【００９９】
　上記複数の柱状結晶は、シンチレータ層の柱状結晶の根元から先端までの全体において
、全ての柱状結晶が互いに接触していないことが好ましいが、本発明の目的を損なわない
範囲で、上記領域に、柱状結晶が互いに接触している部分が存在することも許容される。
【０１００】
　柱状結晶がこのような構成であることで、得られる放射線画像の鮮鋭性が向上する。
【０１０１】
　また、柱状結晶の根元が独立していることで、シンチレータパネルに膜厚方向からの押
圧が掛かったときに、柱状結晶にかかる荷重が分散され、柱状結晶が変形しにくくなり、
シンチレータパネルの耐久性が高まるという効果も奏される。
【０１０２】
　ここで、「蛍光体の柱状結晶の根元」は、蛍光体の柱状結晶の、シンチレータ層の柱状
結晶成長開始面に接している部分である（図３(a)の付番８０参照）。
【０１０３】
　また、シンチレータ層の、柱状結晶成長開始面から５μｍの厚み領域を「シンチレータ
層の根元部」とする。
【０１０４】
　さらに、蛍光体の柱状結晶の、シンチレータ層の柱状結晶成長終了面に接している部分
を「蛍光体の柱状結晶の先端」とし（図３（ａ）の付番９０参照）、シンチレータ層の柱
状結晶終了面から５μｍの厚み領域を「シンチレータ層の先端部」とする。
【０１０５】
　さらに、シンチレータ層を構成する柱状結晶の結晶径について、シンチレータ層の柱状
結晶成長開始面を基準として、高さ１μｍの位置における柱状結晶の平均結晶径hと高さ
３μｍの位置における柱状結晶の平均結晶径ｉとが、１≦（ｉ／h）≦３の関係を満たす
ことが好ましく、１≦（i／h）≦２の関係を満たすことがより好ましい。（ｉ／h）の値
が３以下であると、シンチレータパネルの膜厚方向に押圧が掛かったときに押圧が一点に
集中しすぎて柱状結晶が変形することがないので、シンチレータ層の強度を保ち、ひいて
はシンチレータパネルの強度を保つ上で有利である。一方、（ｉ／h）を１以上とするこ
とは、製造工程上一般に容易である。
【０１０６】
　ここで、「高さ」とは、図３に示すように、前記シンチレータ層の柱状結晶成長開始面
から柱状結晶成長終了面への垂直方向の距離をいう。
【０１０７】
　また、上記（ｉ／h）が上記範囲にあると共に、上記平均結晶径iが３μｍ以下であるこ
とが、シンチレータパネルの膜厚方向からの押圧に対する強度の点でより好ましい。この
とき、シンチレータパネルは、シンチレータ層が下地層を有さなくてもある程度の強度を
有するが、下地層を有すると、強度に優れ、輝度が高く、鮮鋭性に優れた放射線画像を提
供でき、これら性能にバランスよく優れる。
【０１０８】
　さらに、上記鮮鋭性を確保する観点から、シンチレータ層の、柱状結晶終了面から、柱
状結晶開始面に向かって１０μｍ低い高さに位置する面における平均結晶径jは、１０μ
ｍ以下であることが好ましく、８μｍ以下であることがより好ましい。
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【０１０９】
　なお、「平均結晶径」は、具体的には、「平均円相当径」である。この「平均円相当径
」は、柱状結晶を含むシンチレータ層を白金パラジウム、金、カーボンなどの導電性の物
質でコーティングした後に、走査電子顕微鏡（ＳＥＭ：Ｓｃａｎｎｉｎｇ Ｅｌｅｃｔｒ
ｏｎ Ｍｉｃｒｏｓｃｏｐｅ）（日立製作所製Ｓ－８００）にて観察し、個々の柱状結晶
断面に外接する円の直径である円相当径を、３０本の柱状結晶について測定し、これらの
円相当径の平均値として得られる平均結晶径である。
【０１１０】
　ここで、高さ１μｍの位置における前記柱状結晶の平均結晶径hおよび高さ３μｍの位
置における前記柱状結晶の平均結晶径iは、それぞれ、結晶内をエポキシ樹脂などの適当
な樹脂で埋め、結晶膜表面を研磨によりシンチレータ層の柱状結晶成長開始面からそれぞ
れ１μｍおよび３μｍになるまで削って得られた結晶面を観察して得られる平均結晶径で
ある。
【０１１１】
　また、シンチレータ層の、柱状結晶終了面から、柱状結晶開始面に向かって１０μｍ低
い高さに位置する断面における柱状結晶の平均結晶径jは、結晶内をエポキシ樹脂などの
適当な樹脂で埋め、柱状結晶を柱状結晶終了面から１０μｍ削って得られた結晶面を観察
して得られる平均結晶径である。
【０１１２】
  シンチレータ層における、柱状結晶成長開始面からの厚みが５μｍのシンチレータ層の
根元部が露出するように削り、柱状結晶成長方向からＸ線を照射して測定した時の特定面
指数におけるＸ線ロッキングカーブの半値幅（ａ）、削ることなく柱状結晶成長終了面に
Ｘ線を照射して測定した時の特定面指数のＸ線ロッキングカーブの半値幅（ｂ）、および
、その比率（ａ／ｂ）や、柱状結晶の根元同士の独立性、さらに上記（ｉ／h）は、後述
のシンチレータパネルの製造方法の項目で詳述するように、例えば、蛍光体を蒸着してシ
ンチレータ層を形成する場合には、蒸着時のシンチレータ層を直接形成する層の温度、蒸
着源の蒸着速度、および蒸着装置の真空容器内の真空度、すなわち、蒸着時の上記真空容
器内の圧力を調整することで達成できる。さらに、蛍光体を蒸着する被蒸着層の表面エネ
ルギーが特定の範囲にあると、上記半値幅（ａ）、上記半値幅（ｂ）、その比率（ａ／ｂ
）、柱状結晶の根元同士の独立性および上記（ｉ／h）をより精密に制御できる。被蒸着
層は、シンチレータパネルの構成に依り、支持体であったり、反射層であったりする。
【０１１３】
　シンチレータ層は、１層からなっていてもよいし、２層以上からなっていてもよい。シ
ンチレータ層が２層以上からなる場合は、下地層となる層を含み、支持体上に、下地層と
それ以外の層とがこの順で積層されている構造を有するものであってもよいし、下地層を
含まない構造を有するものであってもよい。シンチレータ層が下地層を含む２層以上で構
成される場合、これらの層は、蛍光体母材化合物が同じである限り、同じ材質からなるも
のであってもよく、あるいは異なる材質からなるものであってもよい。すなわち、シンチ
レータ層は、（１）蛍光体母材化合物と賦活剤とを含む原材料から形成される１層だけで
あってもよく、（２）蛍光体母材化合物のみからなる原材料から形成される下地層と、蛍
光体母材化合物と賦活剤とを含む原材料から形成される、下地層とは別の層とからなるも
のであってもよく、（３）蛍光体母材化合物と第１の賦活剤とを含む原材料から形成され
る下地層と、蛍光体母材化合物と第２の賦活剤とを含む原材料から形成される、下地層と
は別の層とからなるものであってもよい。
【０１１４】
　なお、柱状結晶の根元が互いに独立したシンチレータ層を形成する場合は、下地層を形
成する原材料として賦活剤を用いないことが、柱状結晶の根元が互いに独立したシンチレ
ータ層をより精度よく形成できる観点から好ましい。但し、形成された下地層に賦活剤に
由来する成分が含まれていてはならないということでなく、シンチレータ層形成後に、加
熱などにより下地層以外の層から下地層に賦活剤に由来する成分が移動するなどして、下
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地層に賦活剤に由来する成分が含まれるなどしても構わない。
【０１１５】
　また、本明細書において、「下地層」とは、シンチレータ層の一部であり、シンチレー
タ層を構成する層のうち、柱状結晶成長開始面側の最外層をいう。
【０１１６】
　本発明においては、シンチレータ層が、（ｉ）蛍光体母材化合物と賦活剤とを原材料と
する下地層以外の層と、（ｉｉ）支持体と該下地層以外の層との間に設けられ、蛍光体母
材化合物を原材料とし賦活剤を原材料とせず、空隙率が該下地層以外の層よりも高い値を
示す下地層とからなるシンチレータ層であることが好ましい。
【０１１７】
　下地層の存在によって柱状結晶性が良好になり、蛍光体の発光量が増加して、得られる
放射線画像の輝度も向上し、また、シンチレータパネルの保存性が向上して、輝度の向上
した放射線画像を長期間安定して得られる。
【０１１８】
　ここで、空隙率とは、シンチレータ層を柱状結晶成長開始面に平行に切断した断面にお
いて、蛍光体の柱状結晶の総和断面積および空隙の総和断面積の合計に対する、空隙の総
和断面積の比率である。
【０１１９】
　空隙率は、シンチレータパネルのシンチレータ層を柱状結晶成長開始面に平行に切除し
、その断面の走査型電子顕微鏡写真を、画像処理ソフトを使用して、蛍光体の柱状結晶部
分および空隙部を２値化することにより求めることができる。
【０１２０】
　下地層の蛍光体母材化合物の量を１００モル％としたときの、下地層における賦活剤の
相対含有量は、０.０１～１モル％が好ましく、０.３～０.７モル％が更に好ましい。下
地層における賦活剤の相対含有量がこのような範囲にあることが、放射線画像の輝度向上
及びシンチレータパネルの保存性の点で非常に好ましい。
【０１２１】
　シンチレータ層における蛍光体の特定の面指数を有する面のＸ線回折スペクトルに基づ
く配向度は、シンチレータ層の厚さ方向の位置に拘らず、８０～１００％の範囲内である
ことが、シンチレータ層の発光効率などの観点から好ましい。例えば、タリウム賦活ヨウ
化セシウム（ＣｓＩ：Ｔｌ）の柱状結晶における面指数は、（１００）、（１１０）、（
１１１）、（２００）、（２１１）、（２２０）、（３１１）等のうちのいずれかであり
得るが、本発明においてＸ線測定で利用される面指数は、（２００）である。面指数につ
いては、Ｘ線解析入門（東京化学同人）の４２～４６頁に詳細に記載されている。
【０１２２】
　ここで、シンチレータ層の厚さ方向は、図３の矢印が示すように、シンチレータ層の柱
状結晶成長開始面と直行する方向である。
【０１２３】
　また、「特定の面指数の面のＸ線回折スペクトルに基づく配向度」とは、ある面指数の
強度Iｘが他の面指数の面を含めた全体の総強度Iに占める割合である。例えば、Ｘ線回折
スペクトルにおける（２００）面の強度I２００の配向度は、「配向度＝I２００／I」で
ある。
【０１２４】
　配向度決定のための面指数の測定方法としては、例えばＸ線回折（ＸＲＤ）が挙げられ
る。Ｘ線回折は、特定波長の固有Ｘ線を結晶性物質に照射し、Ｂｒａｇｇの式を満足する
回折が起こることを利用して、物質の同定、結晶相の構造などに関する知見を得ることの
できる汎用性の高い分析手法である。照射系のターゲットにはＣｕ、Ｆｅ、Ｃｏなどが用
いられ、装置能力によるが、一般的に照射時の出力は０～５０ｍＡ、０～５０Ｋｖ程度で
ある。
【０１２５】
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　本発明に係るシンチレータパネルにおいて、シンチレータ層の厚さは、本発明に係るシ
ンチレータパネルを介して得られる放射線画像の輝度と鮮鋭性とのバランスがよい点から
、１００～１０００μｍであることが好ましく、１００～８００μｍであることがより好
ましく、１２０～７００μｍであることがさらに好ましい。
【０１２６】
　下地層の膜厚は、得られる放射線画像の輝度の高さ、鮮鋭性の維持の点から、０.１μ
ｍ～５０μｍであることが好ましく、３μｍ～５０μｍであることがより好ましく、５μ
ｍ～４０μｍであることがさらに好ましい。
【０１２７】
　支持体およびシンチレータ層以外の、シンチレータパネルを構成する層
　本発明に係るシンチレータパネルは、支持体、シンチレータ層の他、従来公知のシンチ
レータパネルと同様、例えばその反射率を調整する目的で、反射層、遮光層、顔料層など
を更に含むことができ、またその他にも、反射層用保護層、耐湿保護膜などを含むことが
できる。
【０１２８】
　なお、前述の通り、支持体が反射層を兼ねていてもよく、その場合、シンチレータパネ
ルは、反射層として機能する支持体のみを反射層として含んでいてもよいし、反射層とし
て機能する支持体以外に別途の反射層を含んでいてもよい。
【０１２９】
　（反射層）
　以下の反射層の説明は、反射層として機能する支持体および支持体とは別に設けられる
反射層において共通である。
【０１３０】
　本発明に係るシンチレータパネルが反射層を含む場合、反射層は、例えば、支持体とシ
ンチレータ層との間や支持体の非シンチレータ層側となる面上に設けられる。
【０１３１】
　そのようなシンチレータパネルとしては、例えば、「支持体／反射層／シンチレータ層
」という層構成を有するシンチレータパネルが挙げられ、この場合、シンチレータパネル
のシンチレータ層面が光電変換素子パネル面に貼り付けられる。
【０１３２】
　反射層としては、バインダー樹脂と顔料とを含む層が挙げられる。
【０１３３】
　反射層を形成するバインダー樹脂は、本発明の目的を損なわない限り特に制限されず、
適宜入手した市販のものであってもよいし、適宜製造したものであってもよい。具体的に
は、塩化ビニル共重合体、塩化ビニル・酢酸ビニル共重合体、塩化ビニル・塩化ビニリデ
ン共重合体、塩化ビニル・アクリロニトリル共重合体、ブタジエン・アクリロニトリル共
重合体、ポリビニルブチラール、ニトロセルロース等のセルロース誘導体またはスチレン
・ブタジエン共重合体などからなる樹脂、ポリウレタン樹脂、ポリアミド樹脂、ポリエス
テル樹脂、各種の合成ゴム系樹脂、フェノール樹脂、エポキシ樹脂、尿素樹脂、メラミン
樹脂、フェノキシ樹脂、シリコン樹脂、フッ素樹脂、アクリル系樹脂ならびに尿素ホルム
アミド樹脂等が挙げられる。これらの中では、蒸着により形成されてなる蛍光体の柱状結
晶および支持体に対する膜付性に優れる点で、ポリエステル樹脂、ポリウレタン樹脂等の
疎水性樹脂が好ましい。また、バインダー樹脂は、単独の樹脂からなっていてもよいし、
２種以上の樹脂の混合物からなってもよい。特に、バインダー樹脂が、ガラス転移温度（
Ｔｇ）を有する高分子化合物からなる場合は、ガラス転移温度（Ｔｇ）が５℃以上異なる
２種以上の樹脂の混合物であると、バインダー樹脂などの反射層用の原材料が配合された
反射層形成用塗布液から得られる塗膜の物性を容易に制御できる観点から好ましい。この
場合、２種以上の樹脂は、互いにガラス転移温度が異なる限りにおいて、全てまたは一部
が、同種類であっても、異種であってもよい。
【０１３４】
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　反射層を形成するバインダー樹脂中に配合する顔料としては、例えば、ファーストエロ
ー、ジスアゾエロー、ピラゾロンオレンジ、レーキレッド４Ｒ、ナフトールレッドなどの
不溶性アゾ顔料；クロモフタルエロー、クロモフタルレッドなどの縮合アゾ顔料；リソー
ルレッド、レーキレッドＣ、ウオッチングレッド、ブリリアントカーミン６Ｂ、ボルドー
１０Bなどのアゾレーキ顔料；ナフトールグリーンＢなどのニトロソ顔料；ナフトールエ
ローＳなどのニトロ顔料；フタロシアニンブルー、ファーストスカイブルー、フタロシア
ニングリーンなどのフタロシアニン顔料；アントラピリミジンエロー、ペリノンオレンジ
、ペリレンレッド、チオインジゴレッド、インダントロンブルーなどのスレン顔料；キナ
クリドンレッド、キナクリドンバイオレットなどのキナクリドン顔料；ジオキサジンバイ
オレットなどのジオキサジン顔料；イソインドリノンエローなどのイソインドリノン顔料
；ピーコックブルーレーキ、アルカリブルーレーキなどの酸性染料レーキ；ローダミンレ
ーキ、メチルバイオレットレーキ、マラカイトグリーンレーキなどの塩基性染料レーキ；
カーボンブラック等が挙げられる。
【０１３５】
　白色顔料としては、アルミナ、酸化イットリウム、酸化ジルコニウム、二酸化チタン、
硫酸バリウム、シリカ、酸化亜鉛、炭酸カルシウム等が挙げられる。
【０１３６】
　顔料は、反射層を形成するバインダー樹脂１００重量部に対して、０.０１～１０重量
部であることが好ましい。顔料の量が上記範囲にあると、充分に着色した反射層が得られ
ると共に、反射層の着色度がそれ以上変化しないにもかかわらず、反射層に過剰に顔料を
添加してしまい、反射層を形成するバインダー樹脂の伸びや強度等の機械的物性が劣化す
ることを防止できる。例えば、支持体上に顔料を含む反射層形成用塗布液を塗布した場合
、充分に着色し、バインダー樹脂の伸びあるいは強度等の機械的物性の劣化が少ない塗膜
が得られる。
【０１３７】
　また、反射層の別の例としては、各種金属膜やアモルファスカーボン板などのような光
反射性又は遮光性である原材料からなる層が挙げられる。
【０１３８】
　それらの中でも、反射率の高い金属からなる金属膜が好ましい。そのような金属膜を構
成する金属の特性としては、電気伝導率が６．０Ｓ／ｍ（ジーメンス毎メートル）以上で
あることが好ましく、３０Ｓ／ｍ以上であることがより好ましい。金属膜を構成する金属
は、１種単独であってもよいし、２種以上であってもよい。
【０１３９】
　反射率の高い金属膜としては、Ａｌ、Ａｇ、Ｃｒ、Ｃｕ、Ｎｉ、Ｍｇ、Ｐｔ、Ａｕから
なる群から選択される少なくとも１種の金属を含む原材料からなる金属膜が挙げられる。
これら金属膜の中では、特に、Ａｌ（４０Ｓ／ｍ）、Ａｇ（６７Ｓ／ｍ）、Ａｕ（４６Ｓ
／ｍ）からなる金属膜が、反射率の点で好ましい。
【０１４０】
　反射層は、１層からなっていてもよいし、二層以上からなっていてもよい。
【０１４１】
　反射層の膜厚は、反射層の付着方法にもよるが、真空蒸着の場合は５０ｎｍ～４００ｎ
ｍ、スパッタ蒸着の場合は２０ｎｍ～２００ｎｍが好ましい。
（遮光層）
　遮光層は、通常、支持体とシンチレータ層との間や、支持体のシンチレータ層とは反対
側の主面上に設けられる。
【０１４２】
　遮光層は、遮光性を有する材料を含む。
【０１４３】
　遮光性を有する材料としては、アルミニウム、銀、白金、パラジウム、金、銅、鉄、ニ
ッケル、クロムおよびコバルト等から選択される１種または２種以上の原子を含む金属材
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料やステンレスを含む金属薄膜であることが、支持体の反射率を適切に調整できる観点よ
り好ましい。中でも、アルミニウムもしくは銀を主成分とする金属材料が、遮光層に優れ
た遮光性、耐食性を付与できる観点から特に好ましい。また、遮光層は、１層の上記金属
薄膜からなっていてもよいし、２層以上の上記金属薄膜からなっていてもよい。
【０１４４】
　遮光層を支持体上に設ける場合は、遮光層と支持体との密着性を向上させる観点より、
支持体と遮光層との間に中間層を設けることが好ましい。中間層を構成する原材料として
は、一般的な易接着性のポリマー、例えばエポキシ樹脂などの他、遮光層の金属とは異な
る金属、すなわち、異種金属が挙げられる。異種金属としては、例えば、ニッケル、コバ
ルト、クロム、パラジウム、チタン、ジルコニウム、モリブデンおよびタングステンが挙
げられる。中間層は、これら異種金属を単独で含んでいても２種以上を含んでいてもよく
、中でもニッケルまたはクロムを単独、もしくは双方を含んでいることが、遮光層の遮光
性の観点より好ましい。遮光層の厚さは、発光光取り出し効率の観点から、好ましくは０
.００５～０.３μｍ、より好ましくは０.０１～０.２μｍである。
【０１４５】
　このような金属原材料を含む遮光層は、帯電防止層としても機能する為、本発明に係る
シンチレータパネルの帯電を防止する目的でも好適に使用することができる。このような
金属原材料を含む遮光層は、帯電防止層として、帯電防止剤となる金属原材料を添加した
反射層に替えてあるいは共に採用することもできる。この場合、支持体上に金属原材料を
含む遮光層を設けた積層体をサンプルとして、金属原材料を含む遮光層の、支持体とは反
対側の表面で測定した表面抵抗値は、本発明に係るシンチレータパネルの帯電防止の観点
から、１.０×１０12Ω／□以下が好ましく、１.０×１０11Ω／□以下がさらに好ましく
、１.０×１０10Ω／□以下が最も好ましい。
【０１４６】
　（顔料層）
　顔料層は、通常、支持体とシンチレータ層との間や、支持体の、シンチレータ層とは反
対側の主面上に設けられる。
【０１４７】
　顔料層は、顔料で着色されており、かつ、光吸収性であれば特に制限されず、例えば、
顔料およびバインダー樹脂を含む層である。顔料層の顔料としては、従来公知の顔料も使
用可能である。顔料は、より光散乱しやすい赤色の長波光成分を吸収する観点から、青色
の顔料が好ましい。そのような青色の顔料としては、無機青色顔料や有機青色顔料が挙げ
られる。無機青色顔料としては、ウルトラマリン青、フエローシアン化鉄であるプロシア
青等を成分とする顔料が好ましい。また、有機青色顔料としては、アゾ、フタロシアニン
等を成分とする顔料が好ましい。それら有機青色顔料の中でも、顔料層の放射線耐久性、
紫外線耐久性などの観点から、フタロシアニンを成分とする顔料が好ましい。顔料層のバ
インダー樹脂としては、例えば、反射層を形成するバインダー樹脂として例示した樹脂と
同様の樹脂等が挙げられ、それらの中では、例えば蒸着により形成される蛍光体の柱状結
晶および支持体に対する膜付性に優れる点で、ポリエステル樹脂、ポリウレタン樹脂等の
疎水性樹脂が好ましく、ポリエステル樹脂、ポリウレタン樹脂がより好ましい。顔料層の
バインダー樹脂は、反射層を形成するバインダー樹脂と同様に、単独の樹脂からなってい
てもよいし、２種以上の樹脂の混合物からなってもよい（バインダー樹脂のガラス転移温
度に関しても反射層を形成するバインダー樹脂と同じ。以下、同様）。顔料層の顔料の量
は、バインダー樹脂１００重量部に対して０．０１～１０重量部であることが、顔料層の
光吸収性の観点から好ましい。
【０１４８】
　顔料層の厚さは、断裁性の観点から、１～５００μｍが好ましい。
【０１４９】
　（反射層用保護層）
　本発明に係るシンチレータパネルが反射層を含む場合には、シンチレータ層中の蛍光体
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による反射層の腐食等を防止するために、反射層とシンチレータ層との間に、反射層用保
護層が設けられていてもよい。
【０１５０】
　反射層用保護層は、通常、樹脂を含む層であり、反射層用保護層に含まれる樹脂として
は、ガラス転位温度が３０～１００℃のポリマーが、反射層用保護層の、反射層およびシ
ンチレータ層中の柱状結晶に対する膜付の点で好ましい。
【０１５１】
　反射層用保護層に含まれる樹脂の具体例としては、反射層を形成するバインダー樹脂と
して例示した樹脂と同様の樹脂等が挙げられるが、特にポリエステル樹脂が好ましい。反
射層用保護層に含まれる樹脂は、反射層を形成するバインダー樹脂と同様に、単独の樹脂
からなっていてもよいし、２種以上の樹脂の混合物からなってもよい。
【０１５２】
　反射層用保護層の膜厚は、反射層用保護層の、反射層およびシンチレータ層中の柱状結
晶に対する膜付きの観点からは０．１μｍ以上が好ましく、反射層用保護層表面の平滑性
を確保する観点からは３．０μｍ以下が好ましく、０．２～２．５μｍがより好ましい。
【０１５３】
　（耐湿保護膜）
　本発明に係るシンチレータパネルは、外周全体が耐湿保護膜で覆われていることが好ま
しい。耐湿保護膜は、シンチレータパネル全体を防湿し、シンチレータ層の劣化を抑制す
る役割を有する。そのような劣化としては、例えば、シンチレータ層の蛍光体が潮解性で
ある場合は、蛍光体の潮解によるシンチレータ層の劣化などがある。
【０１５４】
　耐湿保護膜は防湿性が付与された膜であり、シンチレータ層の劣化防止の点から、耐湿
保護膜の透湿度は、５０ｇ／ｍ2・ｄａｙ以下であることが好ましく、１０ｇ／ｍ2・ｄａ
ｙ以下であることがさらに好ましく、１ｇ／ｍ2・ｄａｙ以下であることが特に好ましい
。
【０１５５】
　ここで、耐湿保護膜の透湿度は、以下の通り、ＪＩＳ Ｚ ０２０８により規定された方
法に準拠して測定できる。
【０１５６】
　耐湿保護膜を規定の容器に設け、容器内の温度を４０℃に保ちながら、前記耐湿保護膜
を境界面として、一方の側の空間を９０％ＲＨ（相対湿度）、他方の側の空間を、吸湿剤
を用いて乾燥状態に保つ。この状態で２４時間にこの耐湿保護膜を通過する水蒸気の質量
（ｇ）（保護フィルムを１ｍ2に換算する）を耐湿保護膜の透湿度と定義する。
【０１５７】
　耐湿保護膜としては、透湿度の低い保護フィルムや、ポリパラキシリレンのような耐湿
膜などが挙げられる。
【０１５８】
　保護フィルムとしては、例えば、ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）フィルムを用
いることができる。ＰＥＴフィルムの他には、ＰＥＴフィルム以外のポリエステルフィル
ム、ポリメタクリレートフィルム、ニトロセルロースフィルム、セルロースアセテートフ
ィルム、ポリプロピレンフィルム、ポリエチレンナフタレートフィルム等が挙げられる。
【０１５９】
　耐湿保護膜の透湿度を上記の範囲に調整し、耐湿保護フィルムの防湿性を向上させる観
点からは、耐湿保護膜は、上記保護フィルムや耐湿膜に、金属酸化物などが蒸着された蒸
着フィルムが複数枚積層された積層フィルムまたは積層膜であることが好ましい。
【０１６０】
　そのような積層フィルムまたは積層膜としては、ポリエチレンテレフタレートフィルム
やポリエチレンテレフタレートフィルム上にアルミナ薄膜を蒸着した蒸着フィルムが好ま
しい。
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【０１６１】
　耐湿保護膜は、熱融着性の樹脂を含む熱融着層からなっていてもよい。
【０１６２】
　熱融着層に含まれる熱融着性の樹脂としては、一般に使用されるインパルスシーラーで
融着可能な樹脂であれば特に制限されないが、例えば、エチレン酢酸ビニルコポリマー（
ＥＶＡ）やポリプロピレン（ＰＰ）、ポリエチレン（ＰＥ）等が挙げられる。
【０１６３】
　耐湿保護膜の厚さは、１０～１００μｍであることが好ましい。
［放射線検出器］
　本発明に係る放射線検出器は、図４に示すように、シンチレータ層１２を有する上述の
シンチレータパネル１０に、光電変換素子パネル２０を組み合わせてなる放射線検出器３
０であってもよいし、図５に示すように、後述するシンチレータ層１２'と光電変換素子
パネル２０とが一体化されてなる放射線検出器３１であってもよい。
【０１６４】
　本明細書においては、前者の放射線検出器３０を「第１の放射線検出器」、後者の放射
線検出器３１を「第２の放射線検出器」ともいう。
【０１６５】
　（第１の放射線検出器）
　本発明に係る第１の放射線検出器は、上述したシンチレータパネルと、光電変換素子パ
ネルとを含む。
【０１６６】
　本発明に係る第１の放射線検出器は、例えば、シンチレータ層を蒸着などにより支持体
上に直接形成してシンチレータパネルを作製し、得られたシンチレータパネルを別途作製
した光電変換素子パネルとカップリングして得られるものであり、いわゆる「デタッチ型
のＦＰＤ」である。
【０１６７】
　第１の放射線検出器では、シンチレータパネルのシンチレータ層面と光電変換素子パネ
ルの平面受光素子面とが、直接貼り合わせられていることが、シンチレータ層で生じた発
光光を効率よく光電変換素子パネルに入射できるなどの点から好ましい。
【０１６８】
　シンチレータパネルの外周全体に耐湿保護膜が設けている場合は、同観点より、シンチ
レータ層上に設けられた耐湿保護膜面と、光電変換素子パネルの平面受光素子面とが、直
接貼り合わせられていることが好ましい。
【０１６９】
　シンチレータパネルについては既に説明した通りである。
【０１７０】
　本発明に係る第１の放射線検出器においては、上記半値幅(ａ)および上記半値幅（ｂ）
のうち、上記半値幅（ａ）の方が大きい場合は、シンチレータ層に対して光電変換素子パ
ネル側となる面が放射線入射面であり、上記半値幅（ｂ）の方が大きい場合は、シンチレ
ータ層に対して非光電変換素子パネル側となる面が放射線入射面であることが、得られる
放射線画像の鮮鋭性の観点から好ましい。
【０１７１】
　光電変換素子パネル
　本発明に係る放射線検出器に含まれる光電変換素子パネルは、シンチレータ層で発生し
た発光光を吸収して、電荷の形に変換することで電気信号に変換して、発光光に含まれる
情報を電気信号として放射線検出器の外部に出力する機能を有している。光電変換素子パ
ネルは、そのような機能を果たせるものであれば特に制限されず、従来公知のものとする
ことができる。
【０１７２】
　光電変換素子パネルは、光電変換素子がパネルに組み込まれたものである。光電変換素
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子パネルの構成は特に制限されないが、通常、光電変換素子パネル用基板と、画像信号出
力層と、光電変換素子とがこの順で積層されている。
【０１７３】
　光電変換素子は、シンチレータ層で発生した光を吸収して、電荷の形に変換する機能を
有する限り、どのような具体的な構造を有していてもよく、例えば、透明電極と、入射し
た光により励起されて電荷を発生する電荷発生層と、対電極とからなるものとすることが
できる。これら透明電極、電荷発生層および対電極は、いずれも、従来公知のものとする
ことができる。また、光電変換素子は、適当なフォトセンサーから構成されていてもよく
、例えば、複数のフォトダイオードを２次元的に配置してなるものであってもよく、ある
いは、ＣＣＤ（Charge Coupled Devices）、ＣＭＯＳ（Complementary metal-oxide-semi
conductor）センサーなどの２次元的なフォトセンサーからなるものであってもよい。
【０１７４】
　また、画像信号出力層は、光電変換素子で得られた電荷を蓄積するとともに、蓄積され
た電荷に基づく信号の出力を行う機能を有する。画像信号出力層は、そのような機能を有
する限り、どのような構造を有していてもよく、例えば、光電変換素子で生成された電荷
を画素毎に蓄積する電荷蓄積素子であるコンデンサと、蓄積された電荷を信号として出力
する画像信号出力素子であるトランジスタとを用いて構成することができる。ここで、好
ましいトランジスタの例として、ＴＦＴ（薄膜トランジスタ）が挙げられる。
【０１７５】
　また、基板は、光電変換素子パネルの支持体として機能するものであり、上述した本発
明に係るシンチレータパネルで用いられる支持体と同様のものとすることができる。
【０１７６】
　このように、本発明においては、光電変換素子パネルとして種々の構成のものを用いる
ことができる。例えば、後述する実施例で用いられているように、ガラス基板上に複数の
フォトダイオードと複数のＴＦＴ素子を形成してなる光電変換素子パネルを用いることが
できる。
【０１７７】
　さらに、光電変換素子パネルは、電気信号に変換されたＸ線等の放射線の強度情報およ
び位置情報に基づく画像信号を記憶するためのメモリ部、光電変換素子パネル２０を駆動
させるために必要な電力を供給する電源部、外部に画像情報を取りだすための通信用出力
部など、公知の放射線検出器を構成する光電変換素子パネルが有しうる各種部品をさらに
備えることができる。
【０１７８】
　第１の放射線検出器の例を図４に示す。図４に示すように、第１の放射線検出器３０で
は、上記シンチレータパネル１０と光電変換素子パネル２０とを組み合わせることにより
、外部から進入してきたＸ線を、シンチレータパネル１０を構成するシンチレータ層１２
において光に変換することができ、この光を、光電変換素子パネル２０を構成する光電変
換素子にて電気信号に変換することができる。ここで、図４において、太矢印はＸ線等の
放射線の例示的な入射方向を示す。
【０１７９】
　このような変換が効率よく行われるよう、第１の放射線検出器３０は、シンチレータパ
ネル１０を構成するシンチレータ層１２と、光電変換素子パネル２０を構成する光電変換
素子（図示なし）とが互いに向かい合う態様で、上記シンチレータパネル１０と光電変換
素子パネル２０とが組み合わされたものであることが好ましい。ここで、シンチレータパ
ネル１０として、支持体１１とシンチレータ層１２との間に反射層１３を有するものを採
用すると、シンチレータ層１２からの発光光のうち光電変換素子パネル２０とは反対側に
向かう光についても、反射層１３での反射を通じて光電変換素子パネル２０に導くことが
できるので、より好ましい。
【０１８０】
　（第２の放射線検出器）
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　本発明に係る第２の放射線検出器は、光電変換素子パネルと、前記光電変換素子パネル
上に形成されたシンチレータ層とを含む。
【０１８１】
　前記シンチレータ層は、柱状結晶である蛍光体を含み、前記柱状結晶は、前記シンチレ
ータ層の柱状結晶成長開始面から柱状結晶成長終了面まで、シンチレータ層の厚み方向全
体にわたって形成されている。
【０１８２】
  前記シンチレータ層は、柱状結晶成長開始面からの厚みが５μｍのシンチレータ層の根
元部が露出するように削り、柱状結晶成長方向からＸ線を照射して測定した時の特定面指
数におけるＸ線ロッキングカーブの半値幅（ａ）が、１５°以下であり、削ることなく柱
状結晶成長終了面にＸ線を照射して測定した時の特定面指数のＸ線ロッキングカーブの半
値幅（ｂ）が、１５°以下であり、前記半値幅（ｂ）に対する半値幅（ａ）の比率（ａ／
ｂ）が、０．５～２．０である。
【０１８３】
　本発明に係る第２の放射線検出器は、シンチレータ層が光電変換素子パネル上に直接設
けられており、いわゆる「直接蒸着タイプＦＰＤ」であり、本発明に係る第１の放射線検
出器でいうところの、シンチレータパネルに含まれる支持体は必要としない。「直接蒸着
タイプＦＰＤ」は、光電変換素子パネルとシンチレータ層との脱着は不可である。なお、
光電変換素子パネルに後述の中間樹脂層が設けられている場合は、シンチレータ層は光電
変換素子パネルに設けられた中間樹脂層上に直接設けられていればよい。
【０１８４】
　本発明に係る第２の放射線検出器の基本構成の一例を図３（ｂ）に示す。
【０１８５】
　第２の放射線検出器は、本発明に係る第１の放射線検出器と、シンチレータ層と光電変
換素子パネルとを含み、必要に応じて反射層、遮光層、顔料層を含む点で共通し、また、
シンチレータ層、光電変換素子パネル、反射層、遮光層、顔料層自体も共通であるが、シ
ンチレータ層が形成される位置が支持体上ではなく（図３（ａ））、光電変換素子パネル
上である（図３（ｂ））点で相違する。また、第２の放射線検出器は、反射層、遮光層、
顔料層が設けられる位置も、本発明に係る第１の放射線検出器とは相違し、それらの位置
は、支持体とシンチレータ層との間や、支持体の非シンチレータ層側となる面上ではなく
、シンチレータ層と光電変換素子パネルとの間、もしくはシンチレータ層の柱状結晶成長
終了面（非光電変換素子パネル側となる面）上である。
【０１８６】
　本発明に係る第２の放射線検出器においては、上記半値幅(ａ)および上記半値幅（ｂ）
のうち、上記半値幅（ａ）の方が大きい場合は、シンチレータ層に対して光電変換素子パ
ネル側となる面が放射線入射面であり、上記半値幅（ｂ）の方が大きい場合は、シンチレ
ータ層に対して非光電変換素子パネル側となる面が放射線入射面であることが、得られる
放射線画像の鮮鋭性の観点から好ましい。
【０１８７】
　中間樹脂層
　本発明に係る第２の放射線検出器においては、シンチレータ層に由来する成分が光電変
換素子パネルを汚染することを防ぐ目的で、光電変換素子パネルとシンチレータ層との間
に、中間樹脂層を含んでいてもよい。中間樹脂層は、光電変換素子パネルの保護層として
機能する。
【０１８８】
　中間樹脂層に含まれる樹脂は、ガラス転移温度が３０～１００℃のポリマーであること
が、シンチレータ層中の蛍光体の柱状結晶と光電変換素子パネルとの膜付の点で好ましい
。
【０１８９】
　具体的には、例えば、反射層を形成するバインダー樹脂として例示した樹脂と同様の樹
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脂等が挙げられ、これらの中では、特にポリエステル樹脂であることが好ましい。また、
中間樹脂層に含まれる樹脂は、反射層を形成するバインダー樹脂と同様に、単独の樹脂か
らなっていてもよいし、２種以上の樹脂の混合物からなってもよい。
【０１９０】
　また、中間樹脂層は、例えば、蒸着により製膜されたポリパラキシリレン膜などであっ
てもよい。
【０１９１】
　中間樹脂層の膜厚としては、シンチレータ層中の蛍光体の柱状結晶と光電変換素子パネ
ルとの膜付の観点からは、０．１μｍ以上が好ましく、中間樹脂層の表面の平滑性を確保
する観点からは、３．０μｍ以下が好ましく、０．２～２．５μｍの範囲がより好ましい
。
【０１９２】
　耐湿保護膜
　本発明に係る第１および第２の放射線検出器には、外周全体が覆われるように耐湿保護
膜が設けられていることが好ましい。
【０１９３】
　また、コストなどの観点からは、本発明に係る第１および第２の放射線検出器では、シ
ンチレータ層の、シンチレータ層以外の層と接触していない面全体だけが覆われるように
耐湿保護膜が設けられていることが好ましい。
【０１９４】
　耐湿保護膜は、パネル全体あるいはシンチレータ層の、シンチレータ層以外の層と接触
していない面全体を防湿し、シンチレータ層の劣化を抑制する機能を有する。
【０１９５】
　耐湿保護膜を構成する材質、膜厚などは、それぞれ、シンチレータパネルにおける耐湿
保護膜のものと同様である。
［シンチレータパネルの製造方法］
　本発明に係るシンチレータパネルは、本発明の目的を損なわない限り、その製造方法に
特に制限はなく、例えば、従来公知のシンチレータパネルの製造方法をベースに、上記ロ
ッキングカーブの半値幅（ａ）、（ｂ）および上記比率比率（ａ／ｂ）の要件を満たすよ
うに蒸着条件などの条件を設定すればよい。
【０１９６】
　具体的には、例えば、支持体上に、必要に応じて反射層や反射層用保護層を形成し、次
いでシンチレータ層を形成し、さらに、必要に応じて、得られた積層体の外周全体などが
覆われるように耐湿保護膜を設けることにより、シンチレータパネルを製造できる。
【０１９７】
　シンチレータ層の形成
　シンチレータ層の形成方法は、シンチレータ層を構成する蛍光体を柱状結晶の形態とす
ることができ、上記半値幅（ａ）、（ｂ）および比率（ａ／ｂ）を上記範囲に制御できる
方法である限り、その具体的な方法は特に限定されないが、シンチレータ層は気相法、特
に蒸着法によって成膜されることで形成されることが好ましい。
【０１９８】
　蒸着法に用いる装置は、特に限定されないが、例えば、図６や図７に示されるような蒸
着装置４０であることが好ましい。
【０１９９】
　図６や図７に示す通り、蒸着装置４０は箱状の真空容器４１を有しており、真空容器４
１の内部には蒸着源４７が配されている。この蒸着源４７は、加熱装置を備えた容器に収
められ、加熱装置を作動させることにより、蒸着源４７を加熱・蒸発させることができる
ようになっている。蒸着源４７は、例えば、蛍光体母材化合物、あるいは蛍光体母材化合
物と賦活剤とを含む混合物である。ここで、蒸着源４７は、図７に示すように複数存在し
ていてもよく、シンチレータ層を構成する原材料の種類や数などに合わせて蒸着源の個数
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を変えればよい。シャッタ４８についても同様である。図７に示す蒸着装置４０は、蒸着
源４７として、蒸着源４７ａ，４７ｂ，４７ｃの３つが備えられている蒸着装置の一例で
ある。
【０２００】
　賦活剤を含む蒸着源４７は、賦活剤を含まない蒸着源４７が充填された容器とは別の容
器に充填されていることが好ましい。このような態様では、賦活剤を含む蒸着源４７の加
熱温度を個別に調整したり、賦活剤を含む蒸着源４７に対して設けられたシャッタ４８の
開放度を調整したりすることにより、柱状結晶の任意の位置、特にシンチレータ層の厚さ
方向の位置毎に、賦活剤の相対含有量をより精度よくコントロールできる。
【０２０１】
　加熱装置を備えた容器としては、例えば、抵抗加熱ルツボ等を用いることができる。こ
こで、容器を構成する材質は、アルミナ等のセラミックであってもよく、タンタル、モリ
ブデン等の高融点金属であってもよい。
【０２０２】
　真空容器４１内の蒸着源４７の直上には、蒸着用基板４３を保持するホルダ４４が配さ
れている。ここで、蒸着用基板４３として、支持体に反射層や保護層などの他の層が積層
されていない支持体そのものを用いてもよく、あるいは、支持体上に反射層、遮光層、顔
料層や反射層用保護層などが形成されてなる積層体を用いてもよい。
【０２０３】
　ホルダ４４にはヒータ（図示なし）が配されており、当該ヒータを作動させることでホ
ルダ４４に装着した蒸着用基板４３を加熱することができるようになっている。蒸着用基
板４３を加熱した場合には、蒸着用基板４３の温度を適宜の範囲に制御することにより、
蛍光体母材化合物などを蒸着してシンチレータ層を形成する前の蒸着用基板４３の表面の
吸着物を離脱・除去したり、該表面に形成されるシンチレータ層との間に不純物層が形成
されるのを防止したり、該表面に形成されるシンチレータ層との密着性を強化したり、該
表面に形成されるシンチレータ層の膜質の調整を行うことができる。
【０２０４】
　ホルダ４４には当該ホルダ４４を回転させる回転機構４５が配されている。回転機構４
５は、ホルダ４４に接続された回転軸４６とその駆動源となるモータ（図示なし）から構
成されたもので、当該モータを駆動させると、回転軸４６が回転してホルダ４４を蒸着源
４７に対向させた状態で回転させることができる。
【０２０５】
　蒸着装置４０では、上記構成の他に、真空ポンプ４２が真空容器４１に配されている。
真空ポンプ４２は、真空容器４１の内部の排気と真空容器４１の内部へのガスの導入とを
行うもので、当該真空ポンプ４２を作動させることにより、真空容器４１の内部を一定圧
力のガス雰囲気下に維持することができる。
【０２０６】
　シンチレータ層は、加熱装置を備えた容器に蛍光体母材化合物などの蒸発源を充填し、
装置内を排気すると同時にアルゴン等の不活性なガスを導入口から導入して装置内を１０
-3～１Ｐａ程度（絶対圧）の減圧環境とし、次いで、蛍光体母材化合物などの蒸発源を加
熱蒸発させて、反射層、反射層用保護層などが必要に応じて積層された支持体である蒸着
用基板４３の表面に蛍光体の蒸着結晶を堆積することで形成できる。ここで、蛍光体母材
化合物と賦活剤との混合物からなる結晶を形成する際には、図６に示すような蒸着装置４
０を用い、第１の加熱装置を備えた容器に蛍光体母材化合物を、第２の加熱装置を備えた
容器に賦活剤をそれぞれ充填し、それぞれ蒸発源４７ａ及び４７ｂとして、蒸着を行うこ
とができる。
【０２０７】
　また、下地層を含む２層以上の層を含むシンチレータ層は、下地層形成用の蛍光体母材
化合物、必要により用いられる下地層形成用の賦活剤、下地層以外の層形成用の蛍光体母
材化合物、下地層以外の層形成用の賦活剤を、個々にあるいは適宜混合して、それぞれ別
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々の加熱装置を備えた容器に充填し、それぞれの蒸着源の充填量を加減し、更に／あるい
は、シャッタ４８を蒸着源毎に個別に開閉しながら蒸着を行うことで、形成できる。
【０２０８】
　蒸着用基板４３に形成されるシンチレータ層の上記半値幅（ａ）、半値幅（ｂ）および
比率（ａ／ｂ）は、蒸着用基板４３の温度、蒸着装置の真空容器内の真空度、および各蒸
着源４７の蒸発速度を、蒸着中に適切に制御することで上記範囲内とすることができる。
【０２０９】
　具体的には、蒸着用基板４３の温度は、蒸着開始時に５℃～３２０℃程度に設定し、そ
の後、蒸着終了時までその温度で維持するか、蒸着が終了するまでに、蒸着開始時の蒸着
用基板４３の温度に対する差が０℃を超えて２００℃程度の範囲内に収まるように昇温す
ることが好ましい。
【０２１０】
　蒸着装置の真空容器内の真空度は、蒸着開始時よりも蒸着終了時の方が低くなるように
制御することが好ましく、具体的には、蒸着開始時の上記真空度に対して蒸着終了時の上
記真空度が、１.０×１０-1Ｐａ～９.０×１０-1Ｐａ低くなるように、制御することが好
ましい。蒸発開始時の上記真空度は、１０×１０-2～１０Ｐａ（絶対圧）であることが好
ましい。
【０２１１】
　また、この蒸着時の蒸着源の蒸発速度を、蒸着用基板４３の昇温に合わせて適切に選択
・制御することが好ましい。蒸着源の蒸発速度は、蒸着用基板４３の温度および蒸着装置
の真空容器内の真空度が上記範囲内にあれば、通常は、適切な範囲に制御される。
【０２１２】
  以上のように、蒸着用基板４３の温度、蒸着装置の真空容器内の真空度、蒸着源の蒸発
速度を適切に制御することで、シンチレータ層における、柱状結晶成長開始面からの厚み
が５μｍのシンチレータ層の根元部が露出するように削り、柱状結晶成長方向からＸ線を
照射して測定した時の特定面指数におけるＸ線ロッキングカーブの半値幅（ａ）、削るこ
となく柱状結晶成長終了面にＸ線を照射して測定した時の特定面指数のＸ線ロッキングカ
ーブの半値幅（ｂ）、および、その比率（ａ／ｂ）を上記範囲内となるように制御できる
。また、蛍光体を蒸着する被蒸着層の表面エネルギーが特定の範囲にあると、上記半値幅
(ａ)、上記半値幅（ｂ）およびその比率（ａ／ｂ）をより精密に制御できる。
【０２１３】
　根元が互いに独立した柱状結晶を形成するには、蒸着用基板４３に形成される蛍光体の
柱状結晶の根元の結晶径を制御すればよく、蛍光体の柱状結晶の根元の結晶径は、蒸着用
基板４３の温度を変えることにより制御することができる。なお、蒸着用基板４３の温度
を変えることで、蛍光体の柱状結晶の根元以外の部分の結晶径を制御することもできる。
蒸着用基板４３の温度を低くするほど結晶径を低くすることができることから、シンチレ
ータ層が形成される蒸着用基板４３の蒸着開始時における温度を低くすればよく、具体的
には上述の通り５℃～１２０℃に設定することが好ましい。また、高さ１μｍの位置にお
ける前記柱状結晶の平均結晶径ｈに対する高さ３μｍの位置における前記柱状結晶の平均
結晶径iの比率（i／h）を適度に小さくするためには、蒸着初期における蒸着用基板４３
の昇温速度を適度に小さくすることが好ましく、例えば、蒸着用基板４３の蒸着開始時に
おける温度に対する根元部３μm分の蛍光体を蒸着用基板４３に蒸着するまでの基板温度
差が１００℃以内となるように、蒸着用基板４３の昇温速度を制御することが好ましい。
ここで、「蒸着開始時」とは、柱状結晶の高さに注目すれば、柱状結晶の高さが０μｍの
時点であり、「根元部３μm分の蛍光体を蒸着用基板４３に蒸着するまで」とは、同じく
、柱状結晶の高さが３μｍになるまでである。その後蒸着終了までの間は、蒸着用基板４
３の温度を１５０℃～３２０℃に維持することが好ましい。
【０２１４】
　シンチレータ層が下地層を含む２層以上の層を含む場合、下地層の膜厚を上記好ましい
範囲となるように制御するには、下地層蒸着用の加熱装置を備えた容器に充填する蛍光体
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母材化合物などの量、更に／あるいは、シャッタ４８を開閉するタイミングや開放・閉鎖
時間を調整して蒸着を行えばよい。ここで、根元が互いに独立した柱状結晶を含むシンチ
レータ層を形成し、輝度がより高く、鮮鋭性により優れたＸ線画像等の放射線画像を提供
できるシンチレータパネルを製造する上では、下地層を形成する間は、蒸着用基板４３の
温度を５℃～３２０℃とすることが好ましく、１５℃～５０℃とすることがより好ましく
、蒸着用基板５３を加熱しないで蒸着用基板５３の温度を１５℃～室温（通常２５℃）程
度とすることが特に好ましい。
【０２１５】
　また下地層以外の層は、加熱装置を備えた容器に蛍光体母材化合物および賦活剤の混合
物を充填するか、あるいは、蛍光体母材化合物および賦活剤をそれぞれ別々の加熱装置を
備えた容器に充填し、下地層の上に、上記と同様の蒸着条件、方法を適用して、蒸着結晶
を堆積することで形成される。下地層以外の層の膜厚の調整は、下地層以外の層形成用の
加熱装置を備えた容器に充填する蛍光体母材化合物（および賦活剤）の量、更に／あるい
は、シャッタ４８を開閉するタイミングや開放・閉鎖時間を調整することにより行うこと
ができる。
【０２１６】
　遮光層の形成
　遮光層で支持体の一方の主面の全面を被覆する方法としては、特に制限されず、例えば
、蒸着、スパッタにより遮光層を支持体の一方の主面全体に形成する方法、あるいは、金
属箔である遮光層を支持体の一方の主面全体に貼り合わせる方法が挙げられるが、遮光層
の支持体への密着性の観点からスパッタにより遮光層を支持体の一方の主面全体に形成す
る方法が最も好ましい。
【０２１７】
　顔料層の形成
　顔料層で支持体の一方の主面全体を被覆する方法としては、上記顔料や溶媒などを含む
顔料層形成用塗布液を支持体の一方の主面上全体に塗布、乾燥する方法により形成するこ
とができる。
【０２１８】
　反射層の形成
　反射層は、所望の層の上、例えば支持体上に、反射層用原材料を真空蒸着、スパッタ蒸
着、又はメッキすることにより、直接付着することで形成できるが、生産性の観点からス
パッタ蒸着が好ましい。
【０２１９】
　反射層用保護層の形成
　反射層用保護層は、反射層用保護層の原材料となる樹脂などを溶剤に溶解して得られる
塗料を塗布、乾燥して形成することが、反射層用保護層の、反射層およびシンチレータ層
の柱状結晶に対する接着性の向上やシンチレータパネルの生産性向上の観点から好ましい
。溶剤に溶解する樹脂としては、反射層の項目で述べた、ガラス転位温度が３０～１００
℃のポリマーであることが、反射層用保護層の、反射層およびシンチレータ層の柱状結晶
に対する膜付の点で好ましい。
【０２２０】
　反射層用保護層を形成するための塗布液に用いる溶剤としては、メタノール、エタノー
ル、ｎ－プロパノール、ｎ－ブタノールなどの低級アルコール；メチレンクロライド、エ
チレンクロライドなどの塩素原子含有炭化水素；アセトン、メチルエチルケトン、メチル
イソブチルケトンなどのケトン；トルエン、ベンゼン、シクロヘキサン、シクロヘキサノ
ン、キシレンなどの芳香族化合物；酢酸メチル、酢酸エチル、酢酸ブチルなどの低級脂肪
酸と低級アルコールとのエステル；ジオキサン、エチレングリコールモノエチルエーテル
、エチレングリコールモノメチルエーテルなどのエーテル；及びそれらの混合物を挙げる
ことができる。
【０２２１】
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　耐湿保護膜の形成
　耐湿保護膜は、従来公知の方法に従って、シンチレータパネルの所定の領域に形成すれ
ばよい。
【０２２２】
　耐湿保護膜が、熱融着層である場合は、例えば、未封止のシンチレータパネルの上下に
配置された熱融着層用の樹脂フィルムでシンチレータパネルを挟み、減圧雰囲気中で上下
の樹脂フィルムが接触する端部を融着して封止することで、シンチレータパネルの外周全
体に耐湿保護膜を形成できる。
【０２２３】
　また、耐湿保護膜として、ポリパラキシリレンなどの耐湿膜を用いる場合には、シンチ
レータ層が形成された支持体を含むシンチレータパネルを、ＣＶＤ装置の蒸着室に設置し
て、ジパラキシリレンが昇華した蒸気中に露出させておくことにより、外周全体がポリパ
ラキシリレン膜で被覆されたシンチレータパネルを得ることができる。
【０２２４】
　第１の放射線検出器の製造方法
　本発明に係る第１の放射線検出器の製造方法は、本発明の目的を損なわない限り特に制
限はなく、基本的には従来公知の放射線検出器の製造方法と同様の方法とすることができ
る。
【０２２５】
　例えば、上記シンチレータパネルに、光電変換素子パネルをカップリングすることで、
本発明に係る第１の放射線検出器を得ることができる。
【０２２６】
　シンチレータパネルの接合面は、支持体に対してシンチレータ層側となる最表面層であ
り、シンチレータパネルの構成に依り、シンチレータ層面であったり、シンチレータ層上
に設けられた耐湿保護膜の面であったりする。
【０２２７】
　光電変換素子パネルとシンチレータ層は、中間樹脂層を介してカップリングされていて
もよい。
【０２２８】
　以下、シンチレータパネルの接合面がシンチレータ層であり、シンチレータパネルのシ
ンチレータ層面と光電変換素子パネル面とを接合する場合を例に挙げて説明する。
【０２２９】
　上記シンチレータパネルと光電変換素子パネルとをカップリングするにあたっては、そ
れらの接合面での光拡散を抑制するような貼り合せ方法を選択することが好ましい。上記
接合面での光散乱を抑制することで、得られる放射線画像の鮮鋭性が劣化することを抑制
できる。そのような貼り合わせ方法としては、例えば、シンチレータパネルのシンチレー
タ層面と光電変換素子パネル面とを何らかの加圧手段によって密着させる方法や、シンチ
レータパネルのシンチレータの屈折率の値と光電変換素子パネルの受光素子の屈折率の値
との中間の値の屈折率を有する接合剤にて接合する方法などが挙げられる。
【０２３０】
　シンチレータパネルのシンチレータ層面と光電変換素子パネル面とを接合する接合剤と
しては、例えば、接着剤、光学グリース、および、シンチレータパネルと光電変換素子パ
ネルとに対して粘着性を有する光学オイル等が挙げられる。
【０２３１】
　接着剤としては、例えば、アクリル系接着剤、エポキシ系接着剤、シリコン系接着剤な
どの常温硬化型（ＲＴＶ型）の接着剤や、弾力性を有する接着樹脂を含むゴム系接着剤が
挙げられる。
【０２３２】
　アクリル系接着剤としては、主鎖や側鎖にシリコン成分がペンダントされたアクリル系
重合体を含む接着剤を使用してもよい。
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【０２３３】
　シリコン接着剤としては、過酸化物架橋タイプや付加縮合タイプのシリコン接着剤が挙
げられ、これらを単体でまたは混合して使用してもよい。
【０２３４】
　ゴム系接着剤としては、スチレンイソプレンスチレン等のブロック共重合体や、ポリブ
タジエン、ポリブチレン等の単独重合体を含む合成ゴム系接着剤、及び天然ゴム系接着剤
等が挙げられる。市販されているゴム系接着剤の例としては、一液型ＲＴＶゴムＫＥ４２
０（信越化学工業（株）製）などが好適に挙げられる。
【０２３５】
　上記接着剤は、１種単独で用いてもよいし、２種以上を混合して用いてもよい。例えば
、アクリル系接着剤やゴム系接着剤を混合して使用することもできる。
【０２３６】
　光学オイルは、透明性が高く粘着性があれば、市販品を含めて公知のいかなるものも使
用できる。例えば、ＫＦ９６Ｈ（１００万ＣＳ：信越化学工業（株）製）、ＣＡｒｇｉｌ
ｌｅ　Ｉｍｍｅｒｓｉｏｎ　Ｏｉｌ Ｔｙｐｅ　３７（ＣＡｒｇｉｌｌｅ（株）製・屈折
液）などが好適に使用される。
【０２３７】
　シンチレータパネルと光電変換素子パネルとを接着剤で張り合わせる場合は、通常、シ
ンチレータパネル、接着剤、光電変換素子パネルをこの順で積層し、得られた積層体に、
積層体の主面に対して垂直な方向から、１０～５００g／ｃｍ2の圧力を、接着剤が固化す
るまで加える。加圧により接着剤層から気泡が除去される。接着剤としてホットメルト樹
脂を使用した場合は、上記積層体に、積層体の主面に対して垂直な方向から、１０～５０
０g／ｃｍ2の圧力を加えながら、該積層体をホットメルト樹脂の溶融開始温度より１０℃
以上高い温度まで加熱して１～２時間静置後、徐々に冷却する。急冷するとホットメルト
樹脂の収縮応力により光電変換素子パネルに含まれる受光素子にダメージを与える傾向が
ある。好ましくは２０℃／ｈｏｕｒ以下の速度で５０℃以下まで冷却する。
【０２３８】
　また、シンチレータパネルと光電変換素子パネルとの接合面での光拡散に起因する放射
線画像の鮮鋭性の劣化に関する問題は、シンチレータパネルのシンチレータ層面および光
電変換素子パネルの受光素子面に散乱防止加工を施すことで解決することもできる。散乱
防止加工は、例えば、シンチレータパネルのシンチレータ層面上に光拡散防止層を設けた
り、シンチレータパネルのシンチレータ層面上か光電変換素子パネルの受光素子面上の少
なくとも一方に反射防止層を設けたり、互いに対向するシンチレータ層面および光電変換
素子パネルの受光素子面のいずれかまたは双方の表面粗さ（Ｒａ）を０.５μｍ以上、５.
０μｍ以下にしたりすることで実施できる。
【０２３９】
　また、これら散乱防止加工と、上述した既知の接合方法とを組み合わせると、上記接合
面での光散乱をより効果的に防止でき、鮮鋭性やその均一性により優れた放射線画像を得
ることができる。
【０２４０】
　ここで、光拡散防止層は、波長５５０ｎｍの光に対して、６０％以上９９％以下の光透
過率を有し、光拡散防止層中を長い光路で伝播する発光光の強度を減衰させる機能を有す
る。シンチレータパネルのシンチレータ層内の発光した位置から光電変換素子パネルの受
光素子に直接向かう発光光は、光拡散防止層での発光光の光路が短いため、光拡散防止層
において強度は殆ど低下しない。光拡散防止層内を受光素子面と平行に近い角度で進行す
る散乱光などは、光拡散防止層での光路が長いため、光拡散防止層内で効果的に除去され
る。光拡散防止層は、設けられる位置に応じて、上述の耐湿保護膜や反射層用保護層とし
ても機能する。
【０２４１】
　上記光拡散防止層としては、例えば、樹脂層が挙げられ、該樹脂層に含まれる樹脂とし
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ては、例えば、反射層を形成するバインダー樹脂として例示した樹脂と同様の樹脂等が挙
げられる。光拡散防止層に含まれる樹脂は、反射層を形成するバインダー樹脂と同様に、
単独の樹脂からなっていてもよいし、２種以上の樹脂の混合物からなってもよい。また、
光拡散防止層は、ＣＶＤ法（気相化学成長法）により形成されるポリパラキシレン膜から
なる層であってもよく、光拡散防止層がこのようなポリパラキシレン膜からなる層である
と、シンチレータパネルのシンチレータ層面あるいは受光素子面への形成が容易であり、
該シンチレータ層の耐湿保護膜や反射層用保護層としての機能も有するなどの観点から、
特に好ましい。この場合、ポリパラキシレン膜が、光散乱防止層の他に、耐湿保護膜や反
射層用保護層としても機能するので、必ずしも別途耐湿保護膜や反射層用保護層を設けな
くてもよい。また、ポリパラキシレン膜は、反射防止層としても機能する。
【０２４２】
　光拡散防止層の光透過率を、光拡散防止層に色材を含有させることによって調整する場
合、色材としては、各波長の光の中でもより光散乱しやすい赤色の長波光を吸収するとい
う観点から、赤色の長波光を吸収する青色の着色材が好ましい。青色の着色材としては、
顔料層の青色の顔料として例示した顔料と同様の顔料が挙げられる。
【０２４３】
　反射防止層とは、シンチレータパネルのシンチレータ層で生じた発光光の反射を防止す
ることで、該発光光が、シンチレータパネルのシンチレータ層面－光電変換素子パネルの
受光素子面間において反射を繰り返して、シンチレータ層面－受光素子面間を伝播すると
いった現象を防止し、ひいては、発光位置から離れた位置の受光素子部の画素領域で誤検
出されることを防止するものである。反射防止層は、シンチレータ層面上に設けられる場
合は、シンチレータ層の屈折率よりも小さい屈折率を有する樹脂層であり、受光素子面上
に設けられる場合は、受光素子の屈折率よりも小さい屈折率を有する樹脂層である。反射
防止層である樹脂層に含まれる樹脂としては、反射層を形成するバインダー樹脂として例
示した樹脂と同様の樹脂等が挙げられる。光拡散防止層に含まれる樹脂は、反射層を形成
するバインダー樹脂と同様に、単独の樹脂からなっていてもよいし、２種以上の樹脂の混
合物からなってもよい。また、反射防止層は、光拡散防止層がＣＶＤ法（気相化学成長法
）により形成されるポリパラキシレン膜からなる層である態様で述べたのと同様の観点よ
り、ＣＶＤ法（気相化学成長法）により形成されるポリパラキシレン膜からなる層である
ことが好ましい。
【０２４４】
　反射防止層の、波長５５０ｎｍの光に対する光透過率は、上記光拡散防止層としての機
能も付与できるという観点から、６０％以上９９％以下となるように設計することが好ま
しい。
【０２４５】
　互いに対向するシンチレータ層面および光電変換素子パネル面のいずれかまたは双方の
表面粗さを０.５μｍ以上、５.０μｍ以下にすると、光の入射面における凹凸による光の
正反射及び全反射を抑制できるので、シンチレータ層で生じた発光光のシンチレータ層面
－受光素子面間における光拡散を効果的に防止できる。ここで、「表面粗さ」は「算術平
均粗さ（Ｒａ）」である。
【０２４６】
　また、シンチレータ層面上や光電変換素子パネル上に設ける光拡散防止層や反射防止層
についても、それぞれ、シンチレータパネル面や光電変換素子パネル面と接触させる面（
表面）の算術平均粗さを０.５μｍ以上、５.０μｍ以下とすることが、上記光拡散防止に
関して複合効果が得られる観点から、より好ましい。
【０２４７】
　第２の放射線検出器の製造方法
　本発明に係る第２の放射線検出器の製造方法は、第１の放射線検出器の製造方法と、同
様のシンチレータ層、反射層、遮光層、顔料層や光電変換素子パネルを用いる点やそれら
の形成方法の点などで共通するが、シンチレータ層を支持体上ではなく光電変換素子パネ
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ル上に形成する点で相違する。また、本発明に係る第２の放射線検出器の製造方法は、反
射層、遮光層、顔料層を形成する位置も、本発明に係る第１の放射線検出器の製造方法と
は相違し、それらの位置は、支持体とシンチレータ層との間や、支持体の非シンチレータ
層側となる面上ではなく、シンチレータ層の非光電変換素子パネル側となる面上である。
【０２４８】
　なお、第２の放射線検出器を構成するシンチレータ層の形成を、図６または図７に示し
たような蒸着装置を用いて行う場合、蒸着用基板として光電変換素子パネルを用いればよ
く、光電変換素子パネル面のうち、光電変換素子が設けられた側の面を被蒸着面として蒸
着を行えばよい。
【０２４９】
　この際、加熱によって光電変換素子パネルが損傷されることを防ぐため、シンチレータ
層１２１’を形成しない側をホルダ５４に固定した状態で光電変換素子パネル２０を冷却
しながらシンチレータ層１２１'を形成する側の温度を１５０～３２０℃に保つ方法を取
り入れてもよい。ここで、光電変換素子パネル２０を冷却する具体的な手段は特に限定さ
れないが、例えば、ホルダ５４内部に施された配管（図示略）に水や冷媒を流すことによ
り、および／または、ペルチェ素子などを用いることにより、光電変換素子パネル２０を
冷却することができる。
【０２５０】
　中間樹脂層は、樹脂を溶剤に溶解して得られる塗布液を塗布、乾燥して形成することが
好ましい。
【０２５１】
　中間樹脂層を作製するための塗布液に用いる溶剤としては、シンチレータパネルの製造
方法の項目に記載した、反射層用保護層を形成するために用いられる溶剤と同様のものを
用いることができる。
【０２５２】
　また、中間樹脂層は、ＣＶＤ装置などを用いて、光電変換素子パネル上に、例えばポリ
パラキシリレンなどを成膜することにより形成してもよい。
【実施例】
【０２５３】
　以下の実施例により本発明をさらに具体的に説明する。なお、本発明はその要旨を超え
ない限り、以下の実施例の記載に限定されるものではない。
【０２５４】
　［実施例１］
　(支持体)
　支持体として、厚さ１２５μｍのポリイミドフィルム（宇部興産（株）製ＵＰＩＬＥＸ
－１２５Ｓ）製支持体を採用した。
【０２５５】
　(シンチレータ層の形成)
　実施例１では、次に示すように、図７に示す蒸着装置４０を使用して（但し、蒸着源４
７ｃは省略した）、蛍光体母材化合物であるＣｓＩを１つのルツボ（第１の抵抗加熱ルツ
ボ）のみに充填し、且つ、蒸着開始から蒸着終了まで、第１の抵抗加熱ルツボからＣｓＩ
が蒸発し続けるように制御することで、下地層を形成せずに、１層のみからなるシンチレ
ータ層を支持体の一方の面上に形成した。具体的には、以下の通りである。
【０２５６】
　まず、蛍光体母材化合物としてＣｓＩを第１の抵抗加熱ルツボに充填し、賦活剤として
ＴｌＩを第２の抵抗加熱ルツボに充填し、それぞれの抵抗加熱ルツボの内容物を、それぞ
れ蒸着源４７ａ、４７ｂとした。また、蒸着用基板４３として上記支持体を回転可能なホ
ルダ４４に設置し、蒸着用基板４３と蒸着源４７ａとの間隔、および、蒸着用基板４３と
蒸着源４７ｂとの間隔をそれぞれ４００ｍｍに調整した。
【０２５７】
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　次いで、真空ポンプ４２を用いて、蒸着装置４０の真空容器４１内の空気を一旦排気し
、排気終了後に、真空容器４１内にＡｒガスを導入して蒸着装置４０の真空容器４１内に
おける真空度を０.５Ｐａ（絶対圧）に調整した後、１０ｒｐｍの速度でホルダ４４と共
に蒸着用基板４３を回転させた。そして、蒸着用基板４３を加熱して、蒸着用基板４３の
温度が１００℃となった時点で、第１の抵抗加熱ルツボを加熱して蒸着を開始し、蛍光体
母材化合物を蒸着用基板のシンチレータ層形成予定面に蒸着して、シンチレータ層を構成
する部分のうち根元部を３μｍ形成した。このように根元部を形成した後、蒸着用基板４
３の温度を２００℃とし、第２の抵抗加熱ルツボの加熱を開始し、根元部以外のシンチレ
ータ層を構成する部分も形成した。このとき、シンチレータ層全体の賦活剤濃度が０．５
ｍｏｌ％となるように、第２の抵抗加熱ルツボの加熱温度を制御して賦活剤の蒸着速度を
調整することで、シンチレータ層全体の賦活剤濃度を制御した。また、このとき、真空ポ
ンプ４２を用いて、蒸着装置４０の真空容器４１内にＡｒガスを導入して、蒸着装置の真
空容器内の真空度を０．８Ｐａ(絶対圧)になるように調整した。蒸着用基板の加熱は、ホ
ルダ４４を加熱することにより行った。
【０２５８】
　シンチレータ層の膜厚が４００μｍとなったところで蒸着を終了し、蒸着用基板４３の
シンチレータ層形成予定面上に所定膜厚のシンチレータ層を有するシンチレータパネルを
得た。
【０２５９】
　上記のようにして得られたシンチレータパネルを、別途用意したＰａｘＳｃａｎ（Ｖａ
ｒｉａｎ（株）製ＦＰＤ：２５２０）に予め供えつけられているシンチレータパネルと交
換することで、「シンチレータパネルの支持体／シンチレータパネルのシンチレータ層／
ＰａｘＳｃａｎの光電変換素子パネル」という配置が形成されるようにＰａｘＳｃａｎに
セットして、放射線検出器を得た。以下、このような「放射線検出器」を「ＦＰＤ」とも
いう。
【０２６０】
　得られたシンチレータパネルおよび放射線検出器について、後述の各種評価を行った。
なお、放射線検出器にＸ線を照射する際、Ｘ線は、放射線検出器の、シンチレータ層に対
して支持体側となる面から入射した。結果を表１に示す。
【０２６１】
　［実施例２］
　Ａｒ導入後の真空度を０．５Ｐａ(絶対圧)、蒸着開始時の蒸着用基板温度を８０℃とし
て根元部を３μｍ形成したこと、および、蒸着用基板４３の温度を２２０℃とし、Ａｒガ
スを導入した後の真空度を０．９Ｐａ（絶対圧）にした後に第２の抵抗加熱ルツボの加熱
を開始し、根元部以外のシンチレータ層を構成する部分も形成したこと以外は、実施例１
と同様の方法により、シンチレータパネルおよび放射線検出器を得、得られたシンチレー
タパネルおよび放射線検出器について、各種評価を行った。なお、放射線検出器にＸ線を
照射する際、Ｘ線は、放射線検出器の、シンチレータ層に対して支持体側となる面から入
射した。結果を表１に示す。
【０２６２】
　[実施例３]
　Ａｒ導入後の真空度を０．６Ｐａ(絶対圧)、蒸着開始時の蒸着用基板温度を２０℃とし
て根元部を３μｍ形成したこと、および、蒸着用基板４３の温度を１８０℃とし、Ａｒ導
入した後の真空度を０．７Ｐａ（絶対圧）にした後に第２の抵抗加熱ルツボの加熱を開始
し、根元部以外のシンチレータ層を構成する部分も形成したこと以外は、実施例１と同様
の方法により、シンチレータパネルおよび放射線検出器を得、得られたシンチレータパネ
ルおよび放射線検出器について、各種評価を行った。なお、放射線検出器にＸ線を照射す
る際、Ｘ線は、放射線検出器の、シンチレータ層に対して光電変換素子側となる面から入
射した。結果を表１に示す。
【０２６３】
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　［比較例１］
　蒸着用基板温度を１５０℃として根元部を３μｍ形成したこと、および、蒸着用基板４
３の温度を１５０℃に維持したまま、Ａｒ導入した後の真空度を０．８Ｐａ（絶対圧）に
した後に第２の抵抗加熱ルツボの加熱を開始し、根元部以外のシンチレータ層を構成する
部分も形成したこと以外は、実施例１と同様の方法によりシンチレータパネルおよび放射
線検出器を得、得られたシンチレータパネルおよび放射線検出器について、各種評価を行
った。なお、放射線検出器にＸ線を照射する際、Ｘ線は、放射線検出器の、シンチレータ
層に対して支持体側となる面から入射した。結果を表１に示す。
【０２６４】
　[実施例４]
　Ａｒ導入後の真空度を０．６Ｐａ(絶対圧)、蒸着用基板温度を２０℃として根元部を３
μｍ形成したこと、および、蒸着用基板４３の温度を１８０℃とし、Ａｒ導入した後の真
空度を０．７Ｐａ(絶対圧)にした後に第２の抵抗加熱ルツボの加熱を開始し、根元部以外
のシンチレータ層を構成する部分も形成したこと以外は、実施例１と同様の方法によりシ
ンチレータパネルおよび放射線検出器を得、得られたシンチレータパネルおよび放射線検
出器について、各種評価を行った。なお、放射線検出器にＸ線を照射する際、Ｘ線は、放
射線検出器の、シンチレータ層に対して支持体側となる面から入射した。結果を表１に示
す。
【０２６５】
　[比較例２]
　Ａｒ導入後の真空度を０．１Ｐａ(絶対圧)、蒸着用基板温度を２０℃として根元部を３
μｍ形成したこと、および、蒸着用基板４３の温度を１５０℃とし、Ａｒ導入した後の真
空度を１．１Ｐａ(絶対圧)にした後に第２の抵抗加熱ルツボの加熱を開始し、根元部以外
のシンチレータ層を構成する部分も形成したこと以外は、実施例１と同様の方法によりシ
ンチレータパネルおよび放射線検出器を得、得られたシンチレータパネルおよび放射線検
出器について、各種評価を行った。なお、放射線検出器にＸ線を照射する際、Ｘ線は、放
射線検出器の、シンチレータ層に対して支持体側となる面から入射した。結果を表１に示
す。
【０２６６】
　[実施例５]
　実施例１と同様の方法によりシンチレータパネルおよび放射線検出器を得、得られたシ
ンチレータパネルおよび放射線検出器について、各種評価を行った。なお、放射線検出器
にＸ線を照射する際、Ｘ線は、放射線検出器の、シンチレータ層に対して光電変換素子側
となる面から入射した。結果を表１に示す。
【０２６７】
　[実施例６]
　蒸着用基板温度を１６０℃として根元部を３μｍ形成したこと、および、蒸着用基板４
３の温度を２００℃にし、Ａｒ導入した後の真空度を１．３Ｐａ（絶対圧）にした後に第
２の抵抗加熱ルツボの加熱を開始し、根元部以外のシンチレータ層を構成する部分も形成
したこと以外は、実施例１と同様の方法によりシンチレータパネルおよび放射線検出器を
得、得られたシンチレータパネルおよび放射線検出器について、各種評価を行った。なお
、放射線検出器にＸ線を照射する際、Ｘ線は、放射線検出器の、シンチレータ層に対して
支持体側となる面から入射した。結果を表１に示す。
【０２６８】
　［シンチレータパネルおよび放射線検出器の評価］
　シンチレータパネルや放射線検出器に含まれるシンチレータ層における支持体側の特定
面指数におけるＸ線ロッキングカーブの半値幅（ａ）、支持体とは反対側の特定面指数の
Ｘ線ロッキングカーブの半値幅（ｂ）、比率（ａ／ｂ）や、上記柱状結晶の根元同士が互
いに独立しているかどうかの評価については、シンチレータパネルを用いて行った。
【０２６９】
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　得られる放射線（Ｘ線）画像の輝度およびＭＴＦに基づく鮮鋭性の評価については、放
射線検出器を用いて行った。
（半値幅（ａ）、半値幅（ｂ）、比率（ａ／ｂ））
　シンチレータパネルを樹脂で包埋し、得られた包埋物をＸ線回折装置の所定の位置に取
り付け、シンチレータ層の表面にＸ線を照射して、（２００）面のＸ線ロッキングカーブ
を測定し、上記半値幅（ａ）を求めた。
【０２７０】
　次いで、上記包埋物をシンチレータ層の厚みが５μｍになるまでダイヤモンドナイフを
用いて切削し、切削後の包埋物をＸ線回折装置の所定の位置に取り付け、シンチレータ層
の表面にＸ線を照射して、（２００）面のＸ線ロッキングカーブを測定し、上記半値幅（
ｂ）を求めた。
【０２７１】
　次いで、得られた上記半値幅（ａ）および半値幅（ｂ）から、上記比率（ａ／ｂ）を求
めた。
（輝度）
　放射線検出器に管電圧８０ｋＶｐのＸ線を照射し、得られた画像データの平均シグナル
値を発光量として、得られたＸ線画像の輝度の評価を行った。表１では比較例１の放射線
検出器の発光量に基づいて求めたＸ線画像の輝度を１．０とし、得られるＸ線画像の輝度
がその１倍未満の放射線検出器を「×」、１倍（同等）以上１．１倍未満の放射線検出器
を「〇」、１．１倍以上の放射線検出器を「◎」、１．２倍以上の放射線画像変換機を「
◎◎」と評価した。
（得られたＸ線画像の鮮鋭性）
　鉛製のＭＴＦチャートを通して管電圧８０ｋＶｐのＸ線を放射線検出器の放射線入射面
側に照射し、画像データを検出してハードディスクに記録した。その後、ハードディスク
上の記録をコンピュータで分析して当該ハードディスクに記録されたＸ線画像の変調伝達
関数ＭＴＦを得られたＸ線画像の鮮鋭性の指標とした。変調伝達関数ＭＴＦとは、空間周
波数１サイクル／ｍｍにおけるＭＴＦ値である。また、ＭＴＦはＭｏｄｕｌａｔｉｏｎ 
Ｔｒａｎｓｆｅｒ Ｆｕｎｃｔｉｏｎの略号を示す。
【０２７２】
　表１中のＭＴＦ値は放射線検出器内の９箇所を測定し、その平均値（平均ＭＴＦ値）を
評価した。表１では、比較例１の放射線検出器の平均ＭＴＦを１．０とし、評価対象の放
射線検出器の平均ＭＴＦ値が１．２倍以上である場合は、評価対象の放射線検出器から得
られたＸ線画像の鮮鋭性を「◎◎」と評価し、同様に、平均ＭＴＦ値が１倍（同等）以上
１．１倍未満である場合はＸ線画像の鮮鋭性を「○」、平均ＭＴＦ値が１．１倍以上１．
２倍未満である場合はＸ線画像の鮮鋭性を「◎」、平均ＭＴＦ値が１倍未満である場合は
Ｘ線画像の鮮鋭性を「×」と評価した。
【０２７３】
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【表１】

                                                                              
【産業上の利用可能性】
【０２７４】
　本発明に係るシンチレータパネル、放射線検出器は、種々の態様の放射線画像撮影シス
テム、特にＸ線画像撮影システムなどに好適に用いることができる。
【符号の説明】
【０２７５】
１１　　　　　　・・・支持体
１２，１２’　　・・・シンチレータ層
１２０，１２０’・・・柱状結晶
１２１，１２１’　・・下地層以外の層
１２２，１２２’　・・下地層
１３、１３’　　　・・反射層
２０　　　　　　・・・光電変換素子パネル
３０　　　　　　・・・第１の放射線検出器
３１　　　　　　・・・第２の放射線検出器
４０　　　　　　・・・蒸着装置
４１　　　　　　・・・真空容器
４２　　　　　　・・・真空ポンプ
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４３　　　　　　・・・蒸着用基板
４４　　　　　　・・・ホルダ
４５　　　　　　・・・回転機構
４６　　　　　　・・・回転軸
４７，４７ａ，４７ｂ，４７ｃ・・・蒸着源
４８　　　　　　・・・シャッタ
５０　　　　　　・・・シンチレータ層の厚さ方向
６０　　　　　　・・・柱状結晶の高さ
８０　　　　　　・・・柱状結晶の根元
９０　　　　　　・・・柱状結晶の先端
９１　　　　　　・・・柱状結晶成長開始面
９２　　　　　　・・・柱状結晶成長終了面
９３　　　　　　・・・シンチレータ層に対して支持体側となる面
９４　　　　　　・・・シンチレータ層に対して非支持体側となる面
９５　　　　　　・・・シンチレータ層に対して光電変換素子パネル側となる面
９６　　　　　　・・・シンチレータ層に対して非光電変換素子パネル側となる面
１２０　　　　　・・・シンチレータ
１２１　　　　　・・・光電変換パネル
１２１ａ　　　　・・・ガラス基板
１２１ｂ　　　　・・・素子部
１２２　　　　　・・・支持基板
１２２ａ　　　　　・・基板保護膜
１２３　　　　　・・・表面保護膜
１２４　　　　　・・・接着剤
１３０　　　　　・・・非柱状結晶
１３１　　　　　・・・柱状結晶
１３２　　　　　・・・空気層
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